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根拠条文

基本方針 指定地域密着型サービスに該当する複合型サービス（指定看護小規模多機能型居宅介護に限
る。）の事業は、指定居宅サービス等基準第５９条に規定する訪問看護の基本方針及び指定
地域密着型サービス等基準第６２条に規定する小規模多機能型居宅介護の基本方針を踏まえ
て行うものでなければならない。

※訪問看護の基本方針
指定居宅サービスに該当する訪問看護の事業は、要介護状態となった場合においても、その
利用者が可能な限りその居宅において、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと
ができるよう、その療養生活を支援し、心身の機能の維持回復及び生活機能の維持又は向上
を目指すものでなければならない。

※小規模多機能型居宅介護の基本方針
指定地域密着型サービスに該当する小規模多機能型居宅介護の事業は、要介護者について、
その居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊させ、当該拠点にお
いて、家庭的な環境と地域住民との交流の下で、入浴、排せつ、食事等の介護その他の日常
生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者がその有する能力に応じその居宅にお
いて自立した日常生活を営むことができるようにするものでなければならない。

基準第170
条

従業者の員数
（ｻﾃﾗｲﾄ型
　以外）

【看護小規模多機能型居宅介護従業者】
夜間及び深夜の時間帯以外の介護従業者の員数は、通いサービスの利用者数が３又はその端
数を増すごとに１以上配置。

訪問サービスについては、その提供に当たる従業者を２以上配置。

※例えば、通いの利用者が１５名の場合、日中の時間帯を午前６時から午後９時までの１５
時間、常勤の職員の勤務時間を８時間とした場合、日中の１５時間の間に、８時間×５人＝
４０時間分のサービスを提供する必要がある。それに加え、日中については、常勤換算方法
で２名以上に訪問サービスの提供を行わせることが必要となる。

夜間及び深夜の時間帯の夜勤の員数１以上に加え、宿直１以上を配置。
※宿直又は夜勤従業者は必ずしも看護職員である必要はないが、電話等による連絡体制を整
備していること。
※宿直職員は、随時の訪問サービスに支障がない体制が整備されているのであれば、必ずし
も事業所内で宿直する必要はない。

従業者のうち１以上の者は、常勤の保健師又は看護師でなければならない。

従業者のうち、常勤換算方法で２．５以上の者は、保健師、看護師又は准看護師（以下「看
護職員」という。）でなければならない。

通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる従業者のうち、１以上の者は、看護職員でな
ければならない。

基準第171
条
解釈通知第
3の8の2(1)

看護小規模多機能型居宅介護

(指定基準)
①「久留米市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営等の基準に関する条例」
（Ｒ６年久留米市条例第１６号）（以下「条例」）
②「指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準」（Ｈ１８．３．１４厚生労働省
令第３４号）（以下「基準」）
③「指定地域密着型サービス及び指定地域密着型介護予防サービスに関する基準について」
（Ｈ１８．３．３１老計発第０３３１００４号）（以下「解釈通知」）
④指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準及び指定地域密着型介護予防サービ
スの事業の人員、設備及び運営並びに指定地域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な
支援の方法に関する基準に規定する厚生労働大臣が定める者及び研修（Ｈ２４．３．１３厚生労働省告示
第１１３号）（以下「研修告示」）

Ⅰ　基本方針

Ⅱ　人員基準
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指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に以下の施設等が併設されている場合に、指定看護
小規模多機能型居宅介護事業所と当該施設等双方に、それぞれの人員に関する基準を満たす
従業者を置いているときは、当該看護小規模多機能型居宅介護従業者は、併設施設等の職務
に従事することができる。
① 指定認知症対応型共同生活介護事業所
② 指定地域密着型特定施設
③ 指定地域密着型介護老人福祉施設
④ 介護医療院

指定複合型サービス事業者が指定訪問看護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定看護小規
模多機能型居宅介護の事業と指定訪問看護の事業が同じ事業所で一体的に運営されている場
合は、看護職員を常勤換算方法で２．５以上配置されていることで双方の基準を満たすとみ
なすことができる。
ただし、これに加えて指定定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業者の指定を併せて受け、
一体的に運営する場合は、さらに常勤換算方法で２．５以上の看護職員を配置しなければな
らない。

【介護支援専門員】
居宅サービス計画及び看護小規模多機能型居宅介護計画の作成に専ら従事する介護支援専門
員を配置。
ただし、利用者の処遇に支障がない場合は、他の職務に従事し、又は当該指定看護小規模多
機能型居宅介護事業所に併設する前述①から④に掲げる施設等の職務に従事することができ
る。
※介護支援専門員は、厚生労働大臣が定める以下の研修を修了していること。
「小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修」

（ｻﾃﾗｲﾄ型） [事業者]
指定居宅サービス事業等その他の保健医療又は福祉に関する事業について、３年以上の経験
を有すること。

[本体事業所]
① 本体事業所（指定看護小規模多機能型居宅介護事業所であって、緊急時訪問看護加算の
届出をしており適切な看護サービスを提供できる当該事業所に対する支援機能を有する事業
所）は、事業開始以降１年以上の本体事業所としての実績を有すること。
② 本体事業所の登録者数が、登録定員の１００分の７０を超えたことがあること。
③ 密接な連携を確保できるよう、サテライト事業所との距離は、自動車等による移動に要
する時間が概ね２０分以内の近距離であること。
④ 本体事業所１か所につき、サテライト事業所は２か所以内とすること。

[看護小規模多機能型居宅介護従業者]
夜間及び深夜の時間帯以外の介護従業者の員数は、通いサービスの利用者数が３又はその端
数を増すごとに１以上配置（【サテライト型以外】と同じ要件。）。

訪問サービス従業者は、２以上配置（常勤換算２以上ではない。）。
※本体事業所と一体的に提供することができる。
通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる従業者のうち、１以上の者は、看護職員でな
ければならない。

常勤換算方法で１．０以上の看護職員を配置。
夜間及び深夜の時間帯の夜勤の員数１に加え、宿直１以上を配置
→本体事業所の宿直職員がサテライト事業所の登録者からの訪問サービス要請に対応できる
場合は、宿直職員を配置しないことができる。

[介護支援専門員等]
本体事業所の介護支援専門員により居宅サービス計画の作成が適切に行われるときは、介護
支援専門員に代えて小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修修了者を配置することが
できる。

管理者
（ｻﾃﾗｲﾄ型
　以外）

管理者は、常勤専従職員を配置。
ただし、事業所の管理上支障がない場合、管理者が以下の職務を兼務することができる。
・当該事業所の他の職務
・同一の事業者によって設置された他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に
従事する場合であって、当該他の事業所、施設等の管理者又は従業者としての職務に従事す
る時間帯も、当該事業所の利用者へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に
把握でき、職員及び業務の一元的な管理・指揮命令に支障が生じないときに、当該他の事業
所、施設等の管理者又は従事者としての職務

基準第172
条
解釈通知第
3の8の2(2)

基準第171
条
解釈通知第
3の8の2(1)
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管理者は以下の(1)又は(2)のいずれかに該当する者でなければならない。
(1)特別養護老人ホーム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指
定小規模多機能型居宅介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サー
ビス事業所等の従業者又は訪問介護員等として、３年以上認知症である者の介護に従事した
経験を有し、次の研修を終了していること。
「認知症対応型サービス事業管理者研修」
下記の①と②を満たす者は管理者として必要な研修を修了したものとみなされる(みなし措
置)。
① 平成１８年３月３１日までに「実践者研修」又は「基礎課程」を修了していること。
② 平成１８年３月３１日に次のいずれかの事業所等の管理者職務に従事していたこと。
　 ・特別養護老人ホーム
　 ・老人デイサービスセンター
　 ・介護老人保健施設
　 ・指定認知症対応型共同生活介護事業所
(2)保健師又は看護師であって、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第１
４条第３項の規定により保健師又は看護師の業務の提示を命ぜられ、業務停止の期間終了後
２年を経過しない者に該当しないもの。

（ｻﾃﾗｲﾄ型） 管理者は、常勤専従職員を配置。
ただし、事業所の管理上支障がない場合は、本体の管理者をもって充てることができる。本
体事業所の管理者を充てる場合、当該管理者が保健師又は看護師でないときは、当該管理者
は認知症対応型サービス事業管理者研修を修了している必要があること。

代表者 代表者は、次の(1)又は(2)のいずれかに該当する者でなければならない。
(1)事業者の代表者又は地域密着型サービスの事業部門の責任者などで、特別養護老人ホー
ム、老人デイサービスセンター、介護老人保健施設、介護医療院、指定小規模多機能型居宅
介護事業所、指定認知症対応型共同生活介護事業所、指定複合型サービス事業所等の従業者
又は訪問介護員等として認知症である者の介護に従事した経験を有する者若しくは保健医療
サービス若しくは福祉サービスの経営に携わった経験を有し、次のいずれかの研修を修了し
ているもの。
・痴呆介護実務者研修(基礎課程又は専門課程)　Ｈ１６年度まで実施
・認知症介護実践者研修又は実践リーダー研修　Ｈ１７年度実施分
・認知症高齢者グループホーム管理者研修　Ｈ１７年度のみ実施
・認知症介護指導者研修
・認知症高齢者グループホーム開設予定者研修　Ｈ１７年度まで実施
・認知症対応型サービス事業開設者研修
(2)保健師及び看護師で、保健師助産師看護師法(昭和２３年法律第２０３号)第１４条第３
項の規定により保健師又は看護師の業務の提示を命ぜられ、業務停止の期間終了後２年を経
過しない者に該当しないもの。

基準第173
条
解釈通知第
3の8の2(3)

「常勤」の定
義

当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従事者が勤務す
べき時間（週３２時間を下回る場合は週３２時間を基本とする）に達していることをいう。
ただし、母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のための所定労働時間の短縮等の措置が
講じられている者については、利用者の処遇に支障がない体制が事業所として整っている場
合は、常勤の従業者が勤務すべき時間数を３０時間として取り扱うことができる。

解釈通知第
2の2(3)

登録定員及び
利用定員

登録定員は２９人以下（サテライト型は１８人以下。）。
基準第174
条

通いサービスの利用定員は、登録定員２５人までは登録定員の１/２以上１５人以下。
２５人を超える事業所は次のとおり（サテライト型は１２人以下。）。
・登録定員２６人又は２７人…１６人まで
・登録定員２８人          …１７人まで
・登録定員２９人　　　　　…１８人まで
※利用定員は、１日当たりの同時にサービスの提供を受ける者の上限であり、１日当たりの
延べ人数ではない。
※宿泊サービスの利用定員は、通いサービスの利用定員の１/３から９人まで（サテライト
型は６人まで。）。

居間、食堂、台所、宿泊室、浴室、消火設備その他の非常災害に際して必要な設備その他
サービス提供に必要な設備及び備品等を備えること。
※「消火設備その他の非常災害に際して必要な設備」とは、消防法その他の法令等に規定さ
れた設備を示しており、それらの設備を確実に設置しなければならない。

基準第175
条
解釈通知第
3の8の3(2)

[居間及び食堂]
機能を十分に発揮しうる適当な広さを有すること。
※通いサービスの利用定員が１５人を超えている事業所は、居間及び食堂を合計した面積
は、１人当たり３㎡以上を確保することが必要である。

設備及び備品
等

Ⅲ　設備基準
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[宿泊室]
① １の宿泊室の定員は、１人とする。ただし、利用者の処遇上必要と認められる場合は、
２人とすることができる。
② １の宿泊室の床面積は、７．４３平方メートル以上としなければならない。ただし、指
定看護小規模多機能型居宅介護事業所が病院又は診療所である場合であって定員が１人であ
る宿泊室の床面積については、６．４平方メートル以上とすることができる。
③ ①及び②を満たす宿泊室（以下「個室」という。）以外の宿泊室を設ける場合は、個室
以外の宿泊室の面積を合計した面積は、おおむね７．４３平方メートルに宿泊サービスの利
用定員から個室の定員数を減じた数を乗じて得た面積以上とするものとし、その構造は利用
者のプライバシーが確保されたものでなければならない。
④ プライバシーが確保された居間については、③の個室以外の宿泊室の面積に含めること
ができる。
⑤ 事業所が診療所である場合であって、利用者へのサービスの提供に支障がない場合に
は、診療所が有する病床については、宿泊室を兼用することができる。

「介護予防・日常生活支援総合事業」との共用について、介護予防・日常生活支援総合事業
の交流スペースとして共用することは、事業所が小規模である場合などで、居間及び食堂と
して機能を十分に発揮しうる適当な広さが確保されており、利用者に対するサービスの提供
に支障がない場合は差し支えない。なお、浴室、トイレ等を共用することは差し支えない。

内容及び手続
の説明及び同
意

サービスの提供の開始に際し、あらかじめ、利用申込者又はその家族に対し、重要事項に関
する規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処理の体制、提供するサービ
スの第三者評価の実施状況（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名
称、評価結果の開示状況）その他の利用申込者のサービスの選択に資すると認められる重要
事項を記した文書を交付して説明を行い、当該提供の開始について利用申込者の同意を得な
ければならない。

基準第182
条 第3条の
7準用
解釈通知第
3の1の4(2)

提供拒否の禁
止

正当な理由なくサービスの提供を拒んではならない。 基準第182
条 第3条の
8準用

サービス提供
困難時の対応

自ら適切なサービスを提供することが困難であると認めた場合は、当該利用申込者に係る居
宅介護支援事業者への連絡、適当な他事業所等の紹介その他の必要な措置を速やかに講じな
ければならない。

基準第182
条 第3条の
9準用

受給資格等の
確認

サービスの提供を求められた場合は、その者の提示する被保険者証によって、被保険者資
格、要介護認定の有無及び要介護認定の有効期間を確認すること。

基準第182
条 第3条の
10準用

要介護認定の
申請に係る援
助

要介護認定の更新の申請が、遅くとも当該利用者が受けている要介護認定の有効期間が終了
する日の３０日前までに行われるよう、必要な援助を行わなければならない。

基準第182
条 第3条の
11準用

心身の状況等
の把握

サービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況等の把握に努めなければならない。
※テレビ電話装置等を活用した会議に、利用者等が参加する場合は、テレビ電話装置等の活
用について当該利用者等の同意を得ること。

基準第182
条 第68条
準用

居宅サービス
事業者等との
連携

サービスの提供に当たっては、居宅サービス事業者その他保健医療サービス又は福祉サービ
スを提供する者との密接な連携に努めなければならない。

基準第182
条 第69条
準用

身分を証する
書類の携行

従業者のうち訪問サービスの提供に当たるものに身分証を携行させ、初回訪問時及び利用者
又はその家族からの求めに応じて提示するよう指導しなければならない。

基準第182
条 第70条
準用

利用者及びサービス事業者が、その時点での区分支給限度基準額との関係やサービスの利用
状況を把握できるよう、サービスを提供した際には、提供日、サービス内容、保険給付の額
その他必要な事項を、利用者の居宅サービス計画の書面又はサービス利用票等に記載しなけ
ればならない。

サービスを提供した際には、提供日、提供した具体的なサービス内容、利用者の心身の状況
その他必要な事項を記録するとともに、利用者からの申出があった場合には、文書の交付そ
の他適切な方法により、その情報を利用者に対して提供しなければならない。

法定代理受領サービスに該当するサービスを提供した場合、利用者から利用者負担分（地域
密着型介護サービス費用基準額の１割、２割又は３割）の支払を受けること。

法定代理受領サービスに該当しないサービスを提供した場合に、その利用者から支払を受け
る利用料の額と、地域密着型介護サービス費用基準額との間に、不合理な差額が生じないよ
うにしなければならない。

設備及び備品
等

基準第182
条 第3条の
18準用
解釈通知第
3の1の
4(12)

利用料等の受
領

基準第182
条 第71条
準用
解釈通知第
3の4の4(4)

Ⅳ　運営基準

サービスの提
供の記録
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下記の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、利用者又はその家族に対
し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、利用者の同意を得なければならな
い。
・利用者の選定により通常の事業の実施地域以外の地域に居住する利用者に対して行う送迎
に要する費用
・利用者の選択により通常の事業の実施地域以外の地域の居宅において訪問サービスを提供
する場合は、それに要した交通費の額
・食事の提供に要する費用
・宿泊に要する費用
・おむつ代
・サービスのうち、日常生活においても通常必要となるものに係る費用であって、その利用
者に負担させることが適当と認められる費用(利用者の希望によって、身の回り品として日
常生活に必要なものを事業者が提供する場合に係る費用、教養娯楽として日常生活に必要な
ものを事業者が提供する場合に係る費用)

保険給付の請
求のための証
明書の交付

法定代理受領サービスに該当しない指定看護小規模多機能型居宅介護に係る利用料の支払を
受けた場合は、サービス提供証明書を利用者に対して交付しなければならない。

基準第182
条 第3条の
20準用

利用者の要介護状態の軽減又は悪化の防止に資するよう、その目標を設定し、計画的に行わ
なければならない。

自らその提供するサービスの質の評価を行い、それらの結果を公表し、常にその改善を図ら
なければならない。

利用者が住み慣れた地域での生活を継続することができるよう、利用者の病状、心身の状況
等を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合わせることに
より、当該利用者の居宅において、又はサービスの拠点に通わせ、若しくは短期間宿泊さ
せ、日常生活上の世話及び機能訓練並びに療養上の世話又は必要な診療の補助を妥当適切に
行うこと。

利用者一人一人の人格を尊重し、利用者がそれぞれの役割を持って家庭的な環境の下で日常
生活を送ることができるよう配慮して行うこと。

サービスの提供に当たっては、看護小規模多機能型居宅介護計画に基づき、漫然かつ画一的
にならないように、利用者の機能訓練及びその者が日常生活を営むことができるよう必要な
援助を行うこと。

サービスの提供に当たっては、懇切丁寧に行うことを旨とし、利用者又はその家族に対し、
療養上必要な事項その他サービスの提供の内容等について、理解しやすいように説明又は必
要に応じた指導を行うこと。

通いサービスの利用者が登録定員に比べて著しく少ない状態(登録定員の概ね３分の１以下
が目安)が続いてはならない。登録定員が２５人の場合は通いサービスの利用者が８人以下
であれば、著しく少ない状態といえる。

登録者が通いサービスを利用していない日においては、可能な限り、訪問サービスの提供、
電話連絡による見守り等を行う等登録者の居宅における生活を支えるために適切なサービス
を提供しなければならない。
※「適切なサービス」とは、１の利用者に対して、通いサービス及び訪問サービスを合わせ
て概ね週４日以上行うことが目安となるものである。
※制度上は、週１日程度の利用でも所定単位数の算定は可能ではあるが、利用者負担等も勘
案すれば、このような利用は必ずしも合理的ではないため、運営推進会議等で通いサービス
の回数等を報告し、適切なサービス提供であるかどうかの評価を受けることが必要となる。

看護サービスの提供に当たっては、主治の医師との密接な連携により、及び看護小規模多機
能型居宅介護計画に基づき、利用者の心身の機能の維持回復が図られるよう、妥当適切に行
わなければならない。

看護サービスの提供に当たっては、医学の進歩に対応し、適切な看護技術をもって、サービ
スの提供を行わなければならない。

特殊な看護等については、これを行ってはならない。

（身体拘束等
の適正化）

サービスの提供に当たっては、当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため
緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為(身体的拘束
等)を行ってはならない。

指定看護小規
模多機能型居
宅介護の具体
的取扱方針

利用料等の受
領

基準第182
条 第71条
準用
解釈通知第
3の4の4(4)

基準第176
条

指定看護小規
模多機能型居
宅介護の基本
取扱方針

基準第177
条
解釈通知第
3の8の4(1)

- 5 -



《身体拘束禁止の対象となる具体的行為》　身体拘束ゼロへの手引きより

① 徘徊をしないように、車いすやいす、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る
② 転落しないように、ベッドに体幹や四肢をひも等で縛る
③ 自分で降りられないように、ベッドを柵（サイドレール）で囲む
④ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、四肢をひも等で縛る
⑤ 点滴・経管栄養等のチューブを抜かないように、または皮膚をかきむしらないように、
手指の機能を制限するミトン型の手袋等をつける
⑥ 車いすやいすからずり落ちたり、立ち上がったりしないように、Ｙ字型拘束帯や腰ベル
ト、車いすテーブルをつける
⑦ 立ち上がる能力のある人の立ち上がりを妨げるようないすを使用する
⑧ 脱衣やおむつはずしを制限するために、介護衣（つなぎ服）を着せる
⑨ 他人への迷惑行為を防ぐために、ベッドなどに体幹や四肢をひも等で縛る
⑩ 行動を落ち着かせるために、向精神薬を過剰に服用させる
⑪ 自分の意思で開けることができない居室等に隔離する

身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急
やむを得ない理由を記録しなければならない。
※「緊急やむを得ない理由」については、切迫性、非代替性及び一時性の３つの要件を満た
すことについて、組織等としてこれらの要件の確認等の手続きを極めて慎重に行うことと
し、その具体的な内容について記録しておくこと。

身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければならない。
イ 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行
うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果について、従
業者に周知徹底を図ること。
ロ 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。
ハ 従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施すること。

「身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会」とは、身体的拘束等の適正化のた
めの対策を検討する委員会であり、委員会の構成メンバーは、事業所の管理者及び従業者よ
り構成する場合のほか、これらの職員に加えて、第三者や専門家を活用した構成とすること
が望ましく、その方策として、精神科専門医等の専門医の活用等も考えられる。また、関係
する職種、取り扱う事項等が相互に関係が深いと認められる他の会議体を設置している場
合、これと一体的に設置・運営することとして差し支えない。
また、身体的拘束等適正化検討委員会は、テレビ電話装置等を活用して行うことができる。
この際、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切
な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイド
ライン」等を遵守すること。
事業者が、報告、改善のための方策を定め、周知徹底する目的は、身体的拘束等の適正化に
ついて、事業所全体で情報共有し、今後の再発防止につなげるためのものであり、決して従
業者の懲罰を目的としたものではないことに留意することが必要である。
具体的には、次のようなことを想定している。
イ 身体的拘束等について報告するための様式を整備すること。
ロ 介護従業者その他の従業者は、身体的拘束等の発生ごとにその状況、背景等を記録する
とともに、イの様式に従い、身体的拘束等について報告すること。
ハ 身体的拘束等適正化検討委員会において、ロにより報告された事例を集計し、分析する
こと。
ニ 事例の分析に当たっては、身体的拘束等の発生時の状況等を分析し、身体的拘束等の発
生原因、結果等をとりまとめ、当該事例の適正性と適正化策を検討すること。
ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること。
へ 適正化策を講じた後に、その効果について評価すること。

「身体的拘束等の適正化のための指針」には、次のような項目を盛り込むこと。
イ 事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方
ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他事業所内の組織に関する事項
ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
二 事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策に関する基本方針
ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
ヘ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針

介護従業者その他の従業者に対する身体的拘束等の適正化のための研修の内容としては、身
体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を普及・啓発するとともに、指針に基づ
き、適正化の徹底を行うこと。
職員教育を組織的に徹底させていくためには、事業者が指針に基づいた研修プログラムを作
成し、定期的な教育（年２回以上）を開催するとともに、新規採用時には必ず身体的拘束等
の適正化の研修を実施することが重要である。
また、研修の実施内容についても記録することが必要である。研修の実施は、職員研修事業
所内での研修で差し支えない。
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常勤の保健師又は看護師は、利用者の主治医が発行する訪問看護指示の文書（以下「指示
書」という。）に基づき看護サービスが行われるよう、主治医との連絡調整、看護サービス
の提供を担当する看護師等の監督等必要な管理を行わなければならない。

看護サービスの提供の開始に際しては、利用者の主治医が発行する指示書の交付を受けなけ
ればならない。

常勤の保健師又は看護師は、主治医との密接な連携を図り、適切なサービスを提供するた
め、定期的に看護小規模多機能型居宅介護計画及び看護小規模多機能型居宅介護報告書を主
治医に提出しなければならない。

事業所が病院又は診療所である場合、主治医の指示及び看護小規模多機能型居宅介護報告書
は診療記録に記載されるもので差し支えない。

管理者は、介護支援専門員に、登録者の居宅サービス計画の作成に関する業務を担当させる
こと。

介護支援専門員は、登録者の居宅サービス計画の作成に当たっては、指定居宅介護支援等基
準第１３条各号に掲げる具体的取組方針に沿って行うこと。
※指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員は、指定居宅介護支援事業所の
介護支援専門員が通常行っている業務を行わなければならない。

作成した居宅サービス計画は、条例に基づき５年間保存しなければならない。

法定代理受領
サービスに係
る報告

毎月、市町村（国民健康保険団体連合会）に対し、居宅サービス計画において法定代理受領
サービスとして位置付けたものに関する情報を記載した文書を提出しなければならない。

基準第182
条 第75条
準用

利用者に対す
る居宅サービ
ス計画等の書
類の交付

登録者から申出があった場合には、直近の居宅サービス計画及びその実施状況に関する書類
を交付しなければならない。

基準第182
条 第76条
準用

介護支援専門員は、利用者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、他の
従業者と協議の上、援助の目標、当該目標を達成するための具体的なサービスの内容等を記
載した看護小規模多機能型居宅介護計画を作成するとともに、利用者の日々の様態、希望等
を勘案し、随時適切に通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを組み合わせた看護及
び介護を行わなければならない。

介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の内容について、利用者又はその家族
に対して説明し、利用者の同意を得るとともに、当該計画書を利用者に交付しなければなら
ない。

介護支援専門員は、看護小規模多機能型居宅介護計画の作成後においても、常に当該計画の
実施状況及び利用者の様態の変化等の把握を行い、必要に応じて当該計画の変更を行うこ
と。

短期利用居宅介護費を算定する場合で、居宅介護支援事業所の介護支援専門員が作成した居
宅サービス計画に基づきサービスを提供している事業者は、当該居宅サービス計画を作成し
ている指定居宅介護支援事業者から看護小規模多機能型居宅介護計画の提供の求めがあった
場合には、当該計画を提供することに協力するよう努めること。

看護師等（准看護師を除く。）は、訪問日、提供した看護内容、サービス提供結果等を記載
した看護小規模多機能型居宅介護報告書（主治医に定期的に提出するものをいう。）を作成
しなければならない。

利用者の心身の状況に応じ、利用者がその自主性を保ち、意欲的に日々の生活を送ることが
できるように、介護サービスを提供し又は必要な支援を行わなければならない。

利用者の負担により、利用者の居宅又は当該サービスの拠点における従業者以外の者による
介護を受けさせてはならない。
※例えば、利用者の負担によって、サービスの一部を付添者等に行わせることがあってはな
らない。ただし、事業者の負担により、訪問入浴介護等のサービスの利用に供することは差
し支えない。

事業所における利用者の食事その他の家事等は、可能な限り利用者と従業者が共同で行うよ
う努めること。
（これは、利用者が従業者と食事や清掃、洗濯、買物、園芸、農作業、レクリエーション、
行事等を可能な限り共同で行うことによって、良好な人間関係に基づく家庭的な生活環境の
中で日常生活が送れるようにすることに配慮したものである。）

看護小規模多
機能型居宅介
護計画及び看
護小規模多機
能型居宅介護
報告書の作成

基準第182
条 第74条
準用
解釈通知第
3の4の4(6)

居宅サービス
計画の作成

主治の医師と
の関係

基準第178
条
解釈通知第
3の8の4(2)

基準第179
条
解釈通知第
3の8の4(3)

介護等 基準第182
条 第78条
準用
解釈通知第
3の4の
4(10)
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利用者の外出の機会の確保その他の利用者の意向を踏まえた社会生活の継続のための支援に
努めなければならない。

利用者が日常生活を営む上で必要な行政機関に対する手続等について、その者又はその家族
が行うことが困難である場合は、その者の同意を得て、代わって行わなければならない。

常に利用者の家族との連携を図るとともに、利用者の家族に対し、事業所の会報の送付、行
事への参加の呼びかけ等によって利用者とその家族が交流できる機会等を確保するよう努め
なければならない。

利用者に関す
る市町村への
通知

サービスを受けている利用者が次の①②のいずれかに該当する場合は、遅滞なく、意見を付
してその旨を市町村に通知しなければならない。
① 利用者が、正当な理由なしにサービスの利用に関する指示に従わないことにより、要介
護状態の程度を増進させたと認められるとき。
② 利用者が、偽りその他不正な行為によって保険給付を受け、又は受けようとしたとき。

基準第182
条 第3条の
26

緊急時等の対
応

従業者は、現にサービスの提供を行っているときに、利用者に病状の急変が生じた場合その
他必要な場合は、速やかに主治医への連絡を行う等の必要な措置を講じなければならない。

従業者が看護職員である場合にあっては、必要に応じて臨時応急の手当てを行わなければな
らない。

管理者は、介護保険法の基本理念を踏まえた利用者本位のサービス提供を行うため、利用者
へのサービス提供の場面等で生じる事象を適時かつ適切に把握しながら、従業者及び業務の
管理を一元的に行うこと。

管理者は従業者に必要な指揮命令を行うこと。

運営規程 次に掲げる事業の運営についての重要事項に関する規程を定めておかなければならない。
・ 事業の目的及び運営の方針
・ 従業者の職種、員数及び職務の内容
・ 営業日及び営業時間
・ 指定看護小規模多機能型居宅介護の登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利
用定員
・ 指定看護小規模多機能型居宅介護の内容及び利用料その他の費用の額
・ 通常の事業の実施地域
・ サービス利用に当たっての留意事項
・ 緊急時等における対応方法
・ 非常災害対策
・ 虐待の防止のための措置に関する事項
・ その他運営に関する重要事項

基準第182
条 第81条
準用

利用者に対し、適切なサービスを提供できるよう、事業所ごとに従業者の勤務の体制を定め
ておかなければならない。
※事業所ごとに、原則として月ごとの勤務表を作成し、従業者の日々の勤務時間、常勤・非
常勤の別、専従の生活相談員、看護職員、介護職員及び機能訓練指導員の配置、管理者との
兼務関係等を明確にすること。

事業所ごとに、当該事業所の従業者によってサービスを提供しなければならない。ただし、
利用者の処遇に直接影響を及ぼさない業務については、この限りではない。

従業者の資質の向上のために、その研修の機会を確保しなければならない。その際、全ての
従業者（看護師、准看護師、介護福祉士、介護支援専門員、法第８条第２項に規定する政令
で定める者等の資格を有する者その他これに類する者を除く。）に対し、認知症介護に係る
基礎的な研修を受講させるために必要な措置を講じなければならない。

適切なサービスの提供を確保する観点から、職場において行われる性的な言動又は優越的な
関係を背景とした言動であって、業務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、従業者の
就業環境が害されることを防止するための方針の明確化等の必要な措置を講じなければなら
ない。

基準第180
条

基準第182
条 第79条
準用
解釈通知第
3の4の
4(11)

管理者の責務

勤務体制の確
保等

基準第182
条 第28条
準用
解釈通知第
3の2の2の
3(4)

基準第182
条 第30条
準用
解釈通知第
3の2の2の
3(6)

社会生活上の
便宜の提供等
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定員の遵守 登録定員並びに通いサービス及び宿泊サービスの利用定員を超えてサービスの提供を行って
はならない。ただし、通いサービス及び宿泊サービスの利用は、利用者の様態や希望等によ
り特に必要と認められる場合は、一時的にその利用定員を超えることはやむを得ないものと
する。なお、災害その他のやむを得ない事情がある場合は、この限りでない。

（特に必要と認められる場合の例）
・登録者の介護者が急病のため、急遽、事業所において通いサービスを提供したことによ
り、当該登録者が利用した時間帯における利用者数が定員を超える場合
・事業所において看取りを希望する登録者に対し、宿泊室においてサービスを提供したこと
により、通いサービスの提供時間帯における利用者数が定員を超える場合
・登録者全員を集めて催しを兼ねたサービスを提供するため、通いサービスの利用者数が定
員を超える場合
・上記に準ずる状況により特に必要と認められる場合

基準第182
条 第82条
準用
解釈通知第
3の4の
4(14)

前述の規定にかかわらず、過疎地域その他これに類する地域において、地域の実情により当
該地域におけるサービスの効率的運営に必要であると市が認めた場合は、市が認めた日から
市町村介護保険事業計画（法第１１７条第１項に規定する市町村介護保険事業計画をいう。
以下同じ。）の終期まで（市が次期の市町村介護保険事業計画を作成するに当たって、新規
に代替サービスを整備するよりも既存の事業所を活用することがより効率的であると認めた
場合にあっては、次期の市町村介護保険事業計画の終期まで）に限り、登録定員並びに通い
サービス及び宿泊サービスの利用定員を超えてサービスの提供を行うことができる。

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するた
めの、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」とい
う。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。

従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的（そ
れぞれ年１回以上）に実施しなければならない。
※研修の実施内容を記録すること。

定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うこと。

火災、風水害、地震その他の非常災害に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関へ
の通報及び連携体制を整備し、それらを定期的に従業者に周知するとともに、定期的に避
難、救出その他必要な訓練を行わなければならない。

訓練の実施に当たって、地域住民の参加が得られるよう連携に努めなければならない。

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管理に努
め、又は衛生上必要な措置を講じなければならない。

事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように、次に掲げる措置を講じなければ
ならない。
(1) 感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活
用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、その
結果について、従業者に周知徹底を図ること。
(2) 感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備すること。
(3) 事業所において、従業者に対し、感染症の予防及びまん延の防止のための研修及び訓練
を定期的（それぞれ年１回以上）に実施すること。
※研修の実施内容を記録すること。

主治医との連携を基本としつつ、利用者の病状の急変等に備えるため、あらかじめ、協力医
療機関を定めておかなければならない。

あらかじめ、協力歯科医療機関を定めておくよう努めなければならない。

サービスの提供体制の確保、夜間における緊急時の対応等のため、介護老人福祉施設、介護
老人保健施設、介護医療院、病院等との間の連携及び支援の体制を整えなければならない。

事業所の見やすい場所に、運営規程の概要、従業者の勤務の体制その他の利用申込者のサー
ビスの選択に資すると認められる重要事項（以下「重要事項」という。）を掲示しなければ
ならない。

重要事項を記載した書面を事業所に備え付け、かつ、これをいつでも関係者に自由に閲覧さ
せることにより、前述の規定による掲示に代えることができる。

原則として、重要事項をウェブサイト（ウェブサイトとは、法人のホームページ等又は介護
サービス情報公表システムのことをいう。）に掲載しなければならない。

業務継続計画
の策定等

基準第182
条 第33条
準用
解釈通知第
3の2の2の
3(9)

基準第182
条 第82条
の2準用
解釈通知第
3の4の
4(16)

基準第182
条 第83条
準用

非常災害対策

基準第182
条 第3条の
32準用
解釈通知第
3の1の
4(25)

掲示

基準第182
条 第3条の
30の2準用
解釈通知第
3の2の2の
3(7)

協力医療機関
等

衛生管理等
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従業者は、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を漏らしては
ならない。

従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を
漏らすことがないよう、必要な措置を講じなければならない。

サービス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いる場合は利用者の同意を、利用者
の家族の個人情報を用いる場合は当該家族の同意を、あらかじめ文書により得ておかなけれ
ばならない。

広告 事業所について広告をする場合においては、その内容が虚偽又は誇大なものとしてはならな
い。

基準第182
条 第3条の
34準用

指定居宅介護
支援事業者に
対する利益供
与の禁止

指定居宅介護支援事業者又はその従業者に対し、利用者に特定の事業者によるサービスを利
用させることの対償として、金品その他の財産上の利益を供与してはならない。

基準第182
条 第3条の
35準用

苦情処理 提供したサービスに係る利用者及びその家族からの苦情に迅速かつ適切に対応するために、
苦情を受け付けるための窓口を設置する等の必要な措置を講じなければならない。
※「必要な措置」とは、具体的には、相談窓口、苦情処理の体制、手順等、当該事業所にお
ける苦情を処理するために講ずる措置の概要について明らかにし、利用申込者又はその家族
にサービスの内容を説明する文書に苦情に対する対応の内容についても併せて記載するとと
もに、事業所に掲示し、かつ、ウェブサイトに掲載すること等である。

苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録しなければならない。
※苦情がサービスの質の向上を図る上での重要な情報であるとの認識に立ち、苦情の内容を
踏まえ、サービスの質の向上に向けた取組を自ら行うこと。

提供したサービスに関し、市町村が行う文書その他の物件の提出等に応じ、及び市町村が行
う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助言を受けた場合においては、当該指導又
は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

市町村からの求めがあった場合には、改善内容を市町村に報告しなければならない。

提供したサービスに係る利用者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会が行う調査に
協力するとともに、国民健康保険団体連合会からの指導又は助言を受けた場合においては、
当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならない。

国民健康保険団体連合会からの求めがあった場合には、改善内容を国民健康保険団体連合会
に報告しなければならない。

調査への協力
等

提供したサービスに関し、利用者の心身の状況を踏まえ、妥当適切なサービスが行われてい
るかどうかを確認するために市町村が行う調査に協力するとともに、市町村から指導又は助
言を受けた場合においては、当該指導又は助言に従って必要な改善を行わなければならな
い。

基準第182
条 第84条
準用

地域との連携
等

サービスの提供に当たっては、利用者、利用者の家族、地域住民の代表者、事業所が所在す
る市の職員又は地域包括支援センターの職員、看護小規模多機能型居宅介護について知見を
有する者等により構成される運営推進会議を設置すること。
※テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。ただし、利用者等が参加する
場合は、テレビ電話装置等の活用について当該利用者等の同意を得なければならない。

基準第182
条 第34条
準用
解釈通知第
3の2の2の
3(10)

運営推進会議は、おおむね２月に１回以上開催し、通いサービス及び宿泊サービスの提供回
数等の活動状況を報告し、その評価を受けるとともに、必要な要望、助言等を聴く機会を設
けなければならない。
※運営推進会議の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、次に掲げる
条件を満たす場合においては、複数の事業所の運営推進会議を合同で開催して差し支えな
い。
イ　利用者等については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護する。
ロ　同一の日常生活圏域内に所在する事業所である。ただし、事業所間のネットワーク形成
の促進が図られる範囲で、地域の実情に合わせて、市町村区域の単位等内に所在する事業所
であっても差し支えない。

前述の報告、評価、要望、助言等についての記録を作成するとともに、当該記録を公表しな
ければならない。

秘密保持等

基準第182
条 第3条の
36準用
解釈通知第
3の1の
4(28)

基準第182
条 第3条の
33準用
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事業の運営に当たっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行う等の地
域との交流を図らなければならない。

事業所の所在する建物と同一の建物に居住する利用者に対してサービスを提供する場合に
は、当該建物に居住する利用者以外の者に対してもサービスの提供を行うように努めなけれ
ばならない。

（自己評価及
び外部評価）

事業所は１年に１回以上、自己評価を行うとともに、その結果について、運営推進会議にお
いて外部評価を行うこととする。なお、実施にあたっては以下の点に留意すること。
(1) 自己評価は、①全ての従業者が自ら提供するサービス内容について振り返りを行い、②
その上で他の従業者の振り返り結果を従業者が相互に確認しながら、現状の課題や質の向上
に向けて必要となる取組等について話し合いを行う。
(2) 外部評価は、運営推進会議において、事業所が行った自己評価結果に基づき、当該事業
所で提供されているサービスの内容や課題等について共有を図るとともに、利用者、市職
員、地域住民の代表者等が第三者の観点から評価を行う。
(3) 運営推進会議において外部評価を行う場合は、市職員、指定看護小規模多機能型居宅介
護に知見を有し公正・中立な第三者の立場にある者の参加が必要である。
(4) 自己評価結果及び外部評価結果は、利用者及び利用者の家族へ提供するとともに、介護
サービス情報公表システムを活用し公表することが考えられるが、法人のホームページへの
掲載、独立行政法人福祉医療機構が運営する「福祉医療情報ネットワークシステム
（WAMNET）」の利用、事業所内の外部の者にも確認しやすい場所への掲示、市窓口への掲示
等により公表することも差し支えない。

解釈通知第
3の8の4(9)

居住機能を担
う併設施設等
への入居

可能な限り、利用者がその居宅において生活を継続できるよう支援することを前提としつ
つ、利用者が他の施設等へ入所等を希望した場合は、円滑にそれらの施設へ入所等が行える
よう、必要な措置を講ずるよう努めること。

基準第182
条 第86条
準用

事故発生時の
対応

利用者に対するサービスの提供により事故が発生した場合は、市町村、当該利用者の家族、
当該利用者に係る指定居宅介護支援事業者等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じなけ
ればならない。

事故の状況及び事故に際して採った処置について記録しなければならない。

利用者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やか
に行わなければならない。

虐待の防止 虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じなければならない。
(1) 虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことがで
きるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図
ること。
(2) 虐待の防止のための指針を整備すること。
(3) 従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的（年１回以上及び新規採用時）に実施
すること。
※研修の実施内容を記録すること。
(4) (1)～(3)に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

基準第182
条 第3条の
38の2準用
解釈通知第
3の1の
4(31)

会計の区分 事業所ごとに経理を区分するとともに、当該事業の会計とその他の事業の会計を区分しなけ
ればならない。

基準第182
条 第3条の
39準用

利用者の安全
並びに介護
サービスの質
の確保及び職
員の負担軽減
に資する方策
を検討するた
めの委員会の
設置

事業所における業務の効率化、介護サービスの質の向上その他の生産性の向上に資する取組
の促進を図るため、当該事業所における利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職
員の負担軽減に資する方策を検討するための委員会（テレビ電話装置等を活用して行うこと
ができるものとする。）を定期的に開催しなければならない。
（※令和９年３月３１日まで経過措置あり）

基準第182
条 基準第
86条の2準
用

基準第182
条 第3条の
38準用
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記録の整備 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならない。

利用者に対するサービスの提供に関する次に掲げる記録を整備し、保存しなければならな
い。
(1) 居宅サービス計画　当該計画に基づくサービスの提供に係る地域密着型介護サービス費
の支給の日から５年間
(2) 看護小規模多機能型居宅介護計画　当該計画に基づくサービスの提供に係る地域密型介
護サービス費の支給の日から５年間
(3) 身体的拘束等の態様及び時間、その際の利用者の心身の状況並びに緊急やむを得ない理
由の記録　その完結の日から２年間
(4) 主治医による指示の文書　当該指示の文書に基づくサービスの提供に係る地域密着型介
護サービス費の支給の日から５年間
(5) 看護小規模多機能型居宅介護報告書　当該報告書に関するサービスの提供に係る地域密
着型介護サービス費の支給の日から５年間
(6) 提供した具体的なサービス内容等の記録　当該サービスの提供に係る地域密着型介護
サービス費の支給の日から５年間
(7) 利用者に関する市町村への通知に係る記録　その完結の日から２年間
(8) 苦情の内容等の記録　その完結の日から２年間
(9) 事故の状況及び事故に際して採った処置についての記録　その完結の日から２年間
(10) 運営推進会議に係る報告、評価、要望、助言等の記録　その完結の日から２年間

暴力団の排除
のための措置

事業所は、暴力団員等を当該事業所の管理者等にしないこと。その他の事業所の運営に当た
り、当該事業所が暴力団又は暴力団員の支配を受けることがないための必要な措置を講じな
ければならない。

条例第4条

介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）で定める事項に変更があった時、事業を再開し
た時は、速やかに（１０日以内に）所定の書類を届け出てください。また、事業を廃止、休止する場合
は、必ずその１か月前までに、所定の書類を届け出てください。

(1) 変更届
① 「変更届出書チェック表（密着型全サービス共通）」（市のＨＰにあります）に従い、変更後１０日以
内に届け出てください。なお、チェックした当該チェック表の写しも必ず添付してください。
② 「介護給付費算定に係る体制等に関する変更届」（加算届）と間違えないよう注意してください。
③ 法人の役員、管理者及び計画作成担当者（介護支援専門員）が異動した場合は、必ず届け出て
ください。
④ 移転、増改築等で設備を変更する場合は、設備基準に合致しているかを確認する必要がありま
すので、必ず、工事（購入）等着手前に市と協議してください。
⑤ 事業所の譲渡や法人の合併、分社等、開設者が変わる場合には、新規指定扱いとなりますの
で、必ず事前に市と協議してください。
⑥ 「通常事業の実施地域（送迎地域）」に変更が生じた場合も含めて、運営規程を変更した場合に
は、変更届を提出してください。
⑦ 次のような変更については、変更届出は不要です。
  1)介護報酬改定に伴う利用料金の変更
　2)運営規程に記載している従業者数の変更
　3)上記③に記載している職種以外の従業者の変更
⑧ 上記③により届出を要する介護支援専門員も含め、看護職員など資格等を要する職種に異動が
あった場合は、必ず当該資格証等を確認し、その証書類の写しを保管しておいてください。また、出
勤簿や給与台帳、勤務割表等、従業者に関する諸記録も、必ず整備・保管しておいてください。
⑨ 上記の変更に伴い、業務管理体制の届出事項に変更が生じる場合（法人名称、法人の本社所在
地、代表者の住所・氏名・生年月日、法令遵守責任者等の氏名・生年月日等が変更する場合）は、
業務管理体制の変更届出が別途必要となりますが、法人内のすべての事業所が久留米以内に所
在する場合は久留米市あて、法人内の事業所が３以上の地方厚生局の管轄区域に所在する場合
は厚生労働省あて、それ以外の場合は福岡県あてとなりますので、ご注意ください。

(2) 廃止・休止・再開届
① 廃止又は休止しようとする時はその１か月前までに届出を行ってください。
再開しようとするときはその２か月前までに、必ず市に連絡してください。
② 廃止・休止の際は、あらかじめ担当ケアマネジャーや市に廃止・休止の予定日を連絡し、現に
サービスを受けている利用者が同等のサービスを引き続き受けることができるよう、引継ぎを含めた
適切な措置を講じなければなりません。
③ 休止は、再延長を含めて最長でも１年間とします。１年以内に再開が見込まれない場合は、休止
届でなく廃止届を提出してください。（休止後１年経過したら、廃止届を提出してください。）
④ 再開の際は、新規申請と同等の書類提出を求め、審査を行います。

Ⅴ　変更の届出等
変更の届出等 介護保険法

第78条の5
介護保険法
施行規則第
131条の13

基準第181
条
条例第8条
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介護給付費の算定及び取扱い 

 

   第Ⅰ 認知症介護研修の受講及び指定地域密着型サービスの

介護報酬の通則等 

第Ⅱ 基本報酬 

   第Ⅲ 加算減算等 
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介護給付費の算定及び取扱い 

注１ ××××××××××××××

××××××××××××××××× 

 ×××××××××××××××

×××××××××××××××

×× 

×××× 
【基準等告示】 

・厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に

関する基準(平成 12 年 2月 10 日厚生省告示第 29 号) 

・厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者等 

（平成 27 年 3月 23 日厚生労働省告示第 94 号） 

・厚生労働大臣が定める基準 

（平成 27 年 3月 23 日厚生労働省告示第 95 号） 

・厚生労働大臣が定める施設基準 

（平成 27 年 3月 23 日厚生労働省告示第 96 号） 

【留意事項通知】 

指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準及び指定地域密着型介護予

防サービスに要する費用の額の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項について

（平成 18 年 3月 31 日老計発 0331005 号・老振発 0331005 号・老老発 0331018 号） 

【凡例】 

 

１．「●××××」には報酬や加算減算などの名称等を記載しています。 

 

２．     には、１の報酬や加算減算に係る上記報酬告示の内容を記載しています。 

 

３．     には、２の報酬告示の内容に係る上記基準告示の内容を記載しています。 

 

４．「◇××××」以下には、当該報酬や加算減算に係る留意事項通知の内容を記載しています。 

 

 

【報酬告示】 

・指定地域密着型サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 18 年 3月 14 日厚生労働省告示第 126 号） 

・指定地域密着型介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する基準 

（平成 18 年 3月 14 日厚生労働省告示第 128 号） 

 

－資料の見方について－ 

 

 

 

 

      

 

イ．×××× 

   (１)×××××××× 

  ●×××× 

     

 

 

 

 

  ◇×××× 

   ×××××××××××××××××× 

×××××××××× 
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Ⅰ．認知症介護研修の受講及び指定地域密着型サービスの介護報酬の通則等   

 

●認知症介護研修の受講 

 地域密着型サービスのうち、下記の認知症介護研修を修了していることが義務付けられ

ている職種があります。 

・ 認知症介護実践者研修 

・ 認知症対応型サービス事業管理者研修 

・ 小規模多機能型サービス等計画作成担当者研修 

・ 認知症対応型サービス事業開設者研修 

人員体制を変更する場合は、変更前に各職種に義務付けられている研修を修了すること

が必要です。しかし、事業所によっては、研修を修了した職員の急な離職等、事業所の責

に帰すべき事由以外のやむを得ない理由により人員基準欠如となる場合があります。この

場合、直近の研修を受講する旨を記載した「研修受講確約書」を提出することにより、減

算には該当しない取扱いとします。ただし、この確約書の提出に当たっては、事前にご相

談ください。 

なお、確約した研修の受講については各事業所の責任で申込をしてください。万が一、

確約した研修を受講できなかった場合、減算規定のある職種に関しては減算の対象となり

ますので、ご注意ください。 

 

●指定地域密着型サービス介護給付費単位数表に関する事項 

(１) 算定上における端数処理について 

単位数の算定については、基本となる単位数に加減算の計算（何らかの割合を乗

ずる計算に限る。）を行う度に、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行っていくこ

ととする。つまり、絶えず整数値に割合を乗じていく計算になる。 

この計算の後、指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準等の一部

を改正する告示（令和３年厚生労働省告示第 73 号）附則第 12 条に規定する単位数

の計算を行う場合は、小数点以下の端数処理（四捨五入）を行うが、小数点以下の

端数処理の結果、上乗せされる単位数が１単位に満たない場合は、１単位に切り上

げて算定する。 

算定された単位数から金額に換算する際に生ずる１円未満（小数点以下）の端数

については「切り捨て」とする。 

なお、サービスコードについては、加算等を加えた一体型の合成コードを基本と

して作成しており、その合成単位数は、既に端数処理をした単位数（整数値）であ

る。 

 

(２) サービス種類相互の算定関係について 

特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護若しくは地域密着型特定

施設入居者生活介護を受けている間については、その他の指定居宅サービス又は指

定地域密着型サービスに係る介護給付費（居宅療養管理指導費を除く。）は算定しな

いものであること。ただし、指定特定施設入居者生活介護又は認知症対応型共同生

活介護の提供に必要がある場合に、当該事業者の費用負担により、その利用者に対

してその他の居宅サービス又は地域密着型サービスを利用させることは差し支えな

いものであること。また、短期入所生活介護又は短期入所療養介護を受けている間
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については、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所

介護費及び通所リハビリテーション費並びに定期巡回・随時対応型訪問介護看護費、

夜間対応型訪問介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能

型居宅介護及び複合型サービス費は算定しないものであること。 

なお、小規模多機能型居宅介護を受けている間については、訪問看護費、訪問リ

ハビリテーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与費を除く指定居宅サー

ビス並びに指定地域密着型サービスに係る費用の額は算定しないものであること。 

なお、看護小規模多機能型居宅介護を受けている間については、訪問リハビリテ

ーション費、居宅療養管理指導費及び福祉用具貸与費を除く指定居宅サービス並び

に指定地域密着型サービスに係る費用の額は算定しないものであること。 

また、同一時間帯に通所サービスと訪問サービスを利用した場合は、訪問サービ

スの所定単位数は算定できない。 

 

(３) 施設外泊時等における地域密着型サービスの算定について 

施設入所（入院）者が外泊又は介護保健施設若しくは経過的介護療養型医療施設

の試行的退所を行っている場合には、地域密着型サービスは算定できない。 

 

(４) 同一時間帯に複数種類の訪問サービスを利用した場合の取扱いについて 

利用者は同一時間帯にひとつの訪問サービスを利用することを原則とする。ただ

し、連携型定期巡回・随時対応型訪問介護看護又は夜間対応型訪問介護と訪問看護

を、同一利用者が同一時間帯に利用する場合は、利用者の心身の状況や介護の内容

に応じて、同一時間帯に利用することが介護のために必要があると認められる場合

に限り、それぞれのサービスについてそれぞれの所定単位数が算定される。 

 

(５) 入所等の日数の数え方について 

①  入居又は入所の日数については、原則として、入所等した日及び退所等した日

の両方を含むものとする。 

②  ただし、同一敷地内における短期入所生活介護事業所、短期入所療養介護事業

所、認知症対応型共同生活介護事業所、地域密着型介護老人福祉施設、特定施設

又は介護保険施設（以下②及び③において「介護保険施設等」という。）の間で、

又は隣接若しくは近接する敷地における介護保険施設等であって相互に職員の

兼務や施設の共用等が行われているものの間で、利用者等が一の介護保険施設等

から退所等をしたその日に他の介護保険施設等に入所等する場合については、入

所等の日は含み、退所等の日は含まれない。したがって、例えば、短期入所生活

介護の利用者がそのまま指定地域密着型介護老人福祉施設に入所したような場

合は、入所に切り替えた日については短期入所生活介護費は算定しない。 

③  なお、介護保険施設等を退所等したその日に当該介護保険施設等と同一敷地内

にある病院若しくは診療所の病床であって医療保険の診療報酬が適用されるも

の（以下「医療保険適用病床」という。）又は当該介護保険施設等と隣接若しく

は近接する敷地における病院若しくは診療所の医療保険適用病床であって当該

介護保険施設等との間で相互に職員の兼務や施設の共用等が行われているもの

（以下③において「同一敷地内等の医療保険適用病床」という。）に入院する場

合（同一医療機関内の転棟の場合を含む。）は、介護保険施設等においては退所
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等の日は算定されず、また、同一敷地内等の医療保険適用病床を退院したその日

に介護保険施設等に入所等する場合（同一医療機関内の転棟の場合を含む。）は、

介護保険施設等においては入所等の日は算定されない。 

④  厚生労働大臣が定める利用者等の数の基準及び看護職員等の員数の基準並び

に通所介護費等の算定方法（平成 12 年厚生省告示第 27 号。以下「通所介護費等

の算定方法」という。）の適用に関する平均利用者数等の算定においては、入所

等した日を含み、退所等した日は含まないものとする。 

 

(６) 定員超過利用に該当する場合の所定単位数の算定について 

①  小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護について当該事業

所の登録定員を上回る高齢者を登録させている場合、並びに地域密着型通所介護、

認知症対応型通所介護、認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉

施設入所者生活介護について当該事業所又は施設の利用者等の定員を上回る利

用者等を入所等させている場合（いわゆる定員超過利用の場合）においては、介

護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算定方法において、定員超過利

用の基準及び単位数の算定方法を明らかにしているところであるが、適正なサー

ビスの提供を確保するための規定であり、定員超過利用の未然防止を図るよう努

めるものとする。 

②  この場合の登録者、利用者又は入所者（以下「利用者等」という。）の数は、

１月間（暦月）の利用者等の数の平均を用いる。この場合、１月間の利用者等の

数の平均は、当該月の全利用者等の延数を当該月の日数で除して得た数とする。

この平均利用者数等の算定に当たっては、小数点以下を切り上げるものとする。 

③  利用者等の数が、通所介護費等の算定方法に規定する定員超過利用の基準に該

当することとなった事業所又は施設については、その翌月から定員超過利用が解

消されるに至った月まで、利用者等の全員について、所定単位数が通所介護費等

の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、定員超過利用が解消されるに

至った月の翌月から通常の所定単位数が算定される。 

④  市町村長は、定員超過利用が行われている事業所又は施設に対しては、その解

消を行うよう指導すること。当該指導に従わず、定員超過利用が２月以上継続す

る場合には、特別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。 

⑤  災害（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護については、虐待を含む。）

の受入れ等やむを得ない理由による定員超過利用については、当該定員超過利用

が開始した月（災害等が生じた時期が月末であって、定員超過利用が翌月まで継

続することがやむを得ないと認められる場合は翌月も含む。）の翌月から所定単

位数の減算を行うことはせず、やむを得ない理由がないにもかかわらずその翌月

まで定員を超過した状態が継続している場合に、災害等が生じた月の翌々月から

所定単位数の減算を行うものとする。 

⑥  小規模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護において、過疎地域

その他これに類する地域であって、地域の実情により当該地域における指定小規

模多機能型居宅介護及び看護小規模多機能型居宅介護の効率的運営に必要であ

ると市町村が認めた場合に限り、人員及び設備に関する基準を満たすことを要件

に、登録定員を超えてサービス提供を行うことが例外的に認められるが、当該定

員超過利用については、当該定員超過利用が開始した月から所定単位数の減算を
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行うことはせず、一定の期間（市町村が登録定員の超過を認めた日から市町村介

護保険事業計画の終期までの最大３年間を基本とする。ただし、次期の市町村介

護保険事業計画を作成するに当たって、市町村が新規に代替サービスを整備する

よりも既存の事業所を活用した方が効率的であると認めた場合に限り、次期の市

町村介護保険事業計画の終期まで延長が可能とする。）に限り所定単位数の減算

を行わないこととする。 

 

(７) 常勤換算方法による職員数の算定方法について 

暦月ごとの職員の勤務延時間数を、当該事業所又は施設において常勤の職員が勤

務すべき時間で除することによって算定するものとし、小数点第２位以下を切り捨

てるものとする。なお、やむを得ない事情により、配置されていた職員数が一時的

に１割の範囲内で減少した場合は、１月を超えない期間内に職員が補充されれば、

職員数が減少しなかったものとみなすこととする。 

その他、常勤換算方法及び常勤の具体的な取扱いについては、①及び②のとおり

とすること。 

① 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47

年法律第 113 号）第 13 条第１項に規定する措置（以下「母性健康管理措置」と

いう。）又は育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関す

る法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」という。）第 23 条第

１項、同条第３項又は同法第 24 条に規定する所定労働時間の短縮等の措置若し

くは厚生労働省「事業場における治療と仕事の両立支援のためのガイドライン」

に沿って事業者が自主的に講じる所定労働時間の短縮措置（以下「育児、介護及

び治療のための所定労働時間の短縮等の措置」という。）が講じられている場合、

30 時間以上の勤務で、常勤換算方法での計算に当たり、常勤の従業者が勤務す

べき時間数を満たしたものとし、１として取り扱うことを可能とする。 

② 当該事業所における勤務時間が、当該事業所において定められている常勤の従業

者が勤務すべき時間数（32 時間を下回る場合は 32 時間を基本とする。）に達し

ていることをいうものであるが、母性健康管理措置又は育児、介護及び治療のた

めの所定労働時間の短縮等の措置が講じられている者については、利用者の処遇

に支障がない体制が事業所として整っている場合は、例外的に常勤の従業者が勤

務すべき時間数を 30 時間として取り扱うことを可能とする。 

 また、常勤による従業者の配置要件が設けられている場合、従業者が労働基準

法（昭和 22 年法律第 49 号）第 65 条に規定する休業、母性健康管理措置、育児・

介護休業法第２条第１号に規定する育児休業、同条第２号に規定する介護休業、

同法第23条第２項の育児休業に関する制度に準ずる措置又は同法第24条第１項

（第２号に係る部分に限る。）の規定により同項第２号に規定する育児休業に関

する制度に準じて講ずる措置による休業を取得中の期間において、当該要件にお

いて求められる資質を有する複数の非常勤の従業者を常勤の従業者の員数に換

算することにより、当該要件を満たすことが可能であることとする。 

 

(８) 人員基準欠如に該当する場合等の所定単位数の算定について 

①  地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居宅介護、認知

症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老
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人福祉施設入所者生活介護及び看護小規模多機能型居宅介護については、当該事

業所又は施設の職員の配置数が、人員基準上満たすべき員数を下回っているいわ

ゆる人員基準欠如に対し、介護給付費の減額を行うこととし、通所介護費等の算

定方法において、人員基準欠如の基準及び単位数の算定方法を明らかにしている

ところであるが、これは、適正なサービスの提供を確保するための規定であり、

人員基準欠如の未然防止を図るよう努めるものとする。 

②  人員基準上満たすべき職員の員数を算定する際の利用者数等は、当該年度の前

年度（毎年４月１日に始まり翌年３月 31 日をもって終わる年度とする。以下同

じ。）の平均を用いる（ただし、新規開設又は再開の場合は推定数による。）。こ

の場合、利用者数等の平均は、前年度の全利用者等の延数（小規模多機能型居宅

介護及び看護小規模多機能型居宅介護については、１日ごとの同時に通いサービ

スの提供を受けた者（短期利用居宅介護費を算定する者を含む。）の数の最大値

を合計したもの）を当該前年度の日数で除して得た数とする。この平均利用者数

等の算定に当たっては、小数点第２位以下を切り上げるものとする。 

③  看護・介護職員の人員基準欠如については、 

イ. 人員基準上必要とされる員数から１割を超えて減少した場合には、その翌月

から人員基準欠如が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所

定単位数が通所介護費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算され、 

ロ. １割の範囲内で減少した場合には、その翌々月から人員基準欠如が解消され

るに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護費等の算

定方法に規定する算定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日におい

て人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。 

ハ. 小規模多機能型居宅介護事業所、認知症対応型共同生活介護事業所及び複合

型サービス事業所については、指定地域密着型サービスの事業の人員、設備

及び運営に関する基準（平成 18 年厚生労働省令第 34 号。以下「指定地域

密着型サービス基準」という。）第 63 条第１項に規定する小規模多機能型

居宅介護従業者（通いサービス及び訪問サービスの提供に当たる者に限る。）、

同令第 90 条第１項に規定する介護従業者及び同令第 171 条第１項に規定

する看護小規模多機能型居宅介護従業者（通いサービス及び訪問サービスの

提供に当たる者に限る。）は前記イ及びロにより取り扱うこととする。なお、

小規模多機能型居宅介護従業者及び看護小規模多機能型居宅介護従業者に

ついては、指定地域密着型サービス基準第 63 条第４項の看護師又は准看護

師の人員基準欠如に係る減算の取扱いは④、同条第１項の夜間及び深夜の勤

務又は宿直勤務を行う職員並びに同条第７項に規定するサテライト型小規

模多機能型居宅介護事業所（以下「サテライト型小規模多機能型居宅介護事

業所」という。）の訪問サービスの提供に当たる職員並びに指定地域密着型

サービス基準第 171 条第１項の夜間及び深夜の勤務又は宿直勤務を行う職

員並びに同条第８項に規定するサテライト型看護小規模多機能型居宅介護

事業所（以下「サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所」という。）

の訪問サービスの提供に当たる職員の人員基準欠如に係る減算の取扱いは

⑤を参照すること。 

④  看護・介護職員以外の人員基準欠如については、その翌々月から人員基準欠如

が解消されるに至った月まで、利用者等の全員について所定単位数が通所介護
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費等の算定方法に規定する算定方法に従って減算される（ただし、翌月の末日

において人員基準を満たすに至っている場合を除く。）。小規模多機能型居宅介

護事業所並びに看護小規模多機能型居宅介護事業所における介護支援専門員及

びサテライト型小規模多機能型居宅介護事業所並びにサテライト型看護小規模

多機能型居宅介護事業所における指定地域密着型サービス基準第 63 条第 12 項

に規定する研修修了者並びに認知症対応型共同生活介護事業所における計画作

成担当者が必要な研修を修了していない場合及び認知症対応型共同生活介護事

業所（サテライト型認知症対応型共同生活介護事業所を除く。）における計画作

成担当者のうち、介護支援専門員を配置していない場合についても、同様の取

扱いとする。ただし、都道府県（指定都市を含む。以下同じ。）における研修の

開催状況を踏まえ、研修を修了した職員の離職等により人員基準欠如となった

場合に、小規模多機能型居宅介護事業所及び看護小規模多機能型居宅介護事業

所にあっては介護支援専門員を、認知症対応型共同生活介護事業所にあっては

計画作成担当者を新たに配置し、かつ、市町村からの推薦を受けて都道府県に

研修の申込を行い、当該介護支援専門員又は当該計画作成担当者が研修を修了

することが確実に見込まれるときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象

としない取扱いとする。なお、当該介護支援専門員又は当該計画作成担当者が

受講予定の研修を修了しなかった場合は、通常の減算の算定方法に従って、人

員基準欠如が発生した翌々月から減算を行うこととするが、当該介護支援専門

員等が研修を修了しなかった理由が、当該介護支援専門員等の急な離職等、事

業所の責に帰すべき事由以外のやむを得ないものである場合であって、当該離

職等の翌々月までに、研修を修了することが確実に見込まれる介護支援専門員

等を新たに配置したときは、当該研修を修了するまでの間は減算対象としない

取扱いとすることも差し支えない。 

⑤  地域密着型サービス基準第63 条第１項及び第171 条第１項の夜間及び深夜の

勤務又は宿直勤務を行う職員並びにサテライト型指定小規模多機能型居宅介護

事業所の訪問サービスの提供に当たる小規模多機能型居宅介護従業者又はサテ

ライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の訪問サービスの提供に当た

る看護小規模多機能型居宅介護従業者の人員基準欠如については、ある月にお

いて以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の全

員について、減算することとする。 

イ. 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準

に定める員数に満たない事態が２日以上連続して発生した場合 

ロ. 当該従事者が勤務すべき時間帯において職員数が地域密着型サービス基準

に定める員数に満たない事態が４日以上発生した場合 

⑥  市町村長は、著しい人員基準欠如が継続する場合には、職員の増員、利用定員

等の見直し、事業の休止等を指導すること。当該指導に従わない場合には、特

別な事情がある場合を除き、指定の取消しを検討するものとする。 

 

(９) 夜勤体制による減算について 

①  認知症対応型共同生活介護及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護

については、夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の所定単位数の減算に

係る規定（厚生労働大臣が定める夜勤を行う職員の勤務条件に関する基準（平成
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12 年厚生省告示第 29 号。以下「夜勤職員基準」という。））を置いているところ

であるが、これらの規定は、夜間の安全の確保及び利用者等のニーズに対応し、

適正なサービスの提供を確保するための規定であり、夜勤を行う看護職員又は介

護職員の員数不足の未然防止を図るよう努めるものとする。 

②  夜勤を行う職員の員数が基準に満たない場合の減算については、ある月（暦月）

において以下のいずれかの事態が発生した場合に、その翌月において利用者等の

全員について、所定単位数が減算されることとする。 

イ. 夜勤時間帯（午後 10 時から翌日の午前５時までの時間を含めた連続する 16

時間をいい、原則として事業所又は施設ごとに設定するものとする）におい

て夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満たない事態が２日以

上連続して発生した場合 

ロ. 夜勤時間帯において夜勤を行う職員数が夜勤職員基準に定める員数に満た

ない事態が４日以上発生した場合 

③  夜勤を行う職員の員数の算定における利用者等の数については、(８)②を準用

すること。この場合において「小数点第２位以下」とあるのは「小数点以下」と

読み替えるものとすること。 

④  夜勤職員基準に定められる夜勤を行う職員の員数は、夜勤時間帯を通じて配置

されるべき職員の員数であり、複数の職員が交代で勤務することにより当該基準

を満たして構わないものとする。 

 また、夜勤職員基準に定められる員数に小数が生じる場合においては、整数部

分の員数の職員の配置に加えて、夜勤時間帯に勤務する別の職員の勤務時間数の

合計を 16 で除して得た数が、小数部分の数以上となるように職員を配置するこ

ととする。 

 なお、この場合において、整数部分の員数の職員に加えて別の職員を配置する

時間帯は、夜勤時間帯に属していればいずれの時間でも構わず、連続する時間帯

である必要はない。当該夜勤時間帯において最も配置が必要である時間に充てる

よう努めることとする。 

⑤  市町村長は、夜勤を行う職員の不足状態が続く場合には、夜勤を行う職員の確

保を指導し、当該指導に従わない場合は、指定の取消しを検討すること。 

 

(１０) 新設、増床又は減床の場合の利用者数等について 

人員基準欠如及び夜勤を行う職員の員数の算定に関しては、 

イ.新設又は増床分のベッドに関して、前年度において１年未満の実績しかない場合

（前年度の実績が全くない場合を含む。）の利用者数等は、新設又は増床の時点

から６月未満の間は、便宜上、ベッド数の 90％を利用者数等とし、新設又は増

床の時点から６月以上１年未満の間は、直近の６月における全利用者等の延数

を６月間の日数で除して得た数とし、新設又は増床の時点から１年以上経過し

ている場合は、直近１年間における全利用者等の延数を１年間の日数で除して

得た数とする。 

ロ.減床の場合には、減床後の実績が３月以上あるときは、減床後の延利用者数を延

日数で除して得た数とする。 

 

(１１) 「認知症高齢者の日常生活自立度」の決定方法について 
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①  加算の算定要件として「「認知症高齢者の日常生活自立度判定基準」の活用に

ついて」（平成５年 10 月 26 日老健第 135 号厚生省老人保健福祉局長通知）に規

定する「認知症高齢者の日常生活自立度」（以下「日常生活自立度」という。）を

用いる場合の日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医意

見書（以下この号において「判定結果」という。）を用いるものとする。 

②  ①の判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各サ

ービスのサービス計画に記載するものとする。また、主治医意見書とは、「要介

護認定等の実施について」（平成 21 年９月 30 日老発 0930 第５号厚生労働省老健

局長通知）に基づき、主治医が記載した同通知中「３主治医の意見の聴取」に規

定する「主治医意見書」中「３心身の状態に関する意見(１)日常生活の自立度等

について・認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載をいうものとする。なお、

複数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。 

③  医師の判定が無い場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られてい

ない場合を含む。）にあっては、「要介護認定等の実施について」に基づき、認定

調査員が記入した同通知中「２(４)認定調査員」に規定する「認定調査票」の「認

定調査票（基本調査）」７の「認知症高齢者の日常生活自立度」欄の記載を用い

るものとする。 

 

(１２) 文書の取扱いについて 

① 電磁的記録について 

指定事業者及びサービスの提供に当たる者（以下この(13)において「事業者等」と

いう。）は、書面の作成、保存等を次に掲げる電磁的記録により行うことができる。 

イ. 電磁的記録による作成は、事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イルに記録する方法または磁気ディスク等をもって調製する方法によること。 

ロ. 電磁的記録による保存は、以下のいずれかの方法によること。 

a. 作成された電磁的記録を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファ

イル又は磁気ディスク等をもって調製するファイルにより保存する方法 

b. 書面に記載されている事項をスキャナ等により読み取ってできた電磁的記録

を事業者等の使用に係る電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスク

等をもって調製するファイルにより保存する方法 

ハ. その他、地域密着型サービス基準第 183 条第１項において電磁的記録により行

うことができるとされているものに類するものは、イ及びロに準じた方法によ

ること。 

ニ. また、電磁的記録により行う場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・

介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生

労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守するこ

と。 

②電磁的方法について 

事業者等は、交付、説明、同意、承諾、締結等について、事前に利用者又はその家

族等の承諾を得た上で、次に掲げる電磁的方法によることができる。 

イ. 電磁的方法による交付は、地域密着型サービス基準第３条の７第２項から第６

項までの規定に準じた方法によること。 

ロ. 電磁的方法による同意は、例えば電子メールにより利用者等が同意の意思表示
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をした場合等が考えられること。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月

19 日内閣府・法務省・経済産業省）」を参考にすること。 

ハ. 電磁的方法による締結は、利用者等・事業者等の間の契約関係を明確にする観

点から、書面における署名又は記名・押印に代えて、電子署名を活用すること

が望ましいこと。なお、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府・

法務省・経済産業省）」を参考にすること。 

ニ. その他、地域密着型サービス基準第 183 条第２項において電磁的方法によるこ

とができるとされているものに類するものは、イからハまでに準じた方法によ

ること。ただし、この通知の規定により電磁的方法の定めがあるものについて

は、当該定めに従うこと。 

ホ. また、電磁的方法による場合は、個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介

護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」、厚生労働

省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を遵守すること。 

③ その他 

イ. この通知に定めるほか、単位数の算定に当たって押印を要する文書については、

押印を不要とする変更等が行われたものとみなして取り扱うものとすること。

この場合において、「押印についてのＱ＆Ａ（令和２年６月 19 日内閣府・法務

省・経済産業省）」を参考にすることとし、変更の主な方法は、様式中の「印」

等の表記を削るものとすること。 

ロ. 単位数の算定に当たって事業者に書類の提出を求める場合にあっては、事業者

に過度な負担が生じないよう配慮し、必要以上の添付書類等を求めないものと

すること。 
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Ⅱ．基本報酬                                  

 

●複合型サービス費 

イ 看護小規模多機能型居宅介護費（１月につき） 

（１） 同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 

（一）要介護１  １２，４４７単位 

（二）要介護２  １７，４１５単位 

（三）要介護３  ２４，４８１単位 

（四）要介護４  ２７，７６６単位 

（五）要介護５  ３１，４０８単位 

（２） 同一建物に居住する者に対して行う場合 

 （一）要介護１  １１，２１４単位 

 （二）要介護２  １５，６９１単位 

 （三）要介護３  ２２，０５７単位 

 （四）要介護４  ２５，０１７単位 

 （五）要介護５  ２８，２９８単位 

ロ 短期利用居宅介護費（１日につき） 

（１）要介護１          ５７１単位 

（２）要介護２          ６３８単位 

（３）要介護３          ７０６単位 

（４）要介護４          ７７３単位 

（５）要介護５          ８３９単位 

 

◇基本報酬の算定について 

① 看護小規模多機能型居宅介護費は、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所へ登録し

た者について、登録者の居住する場所及び要介護状態区分に応じて、登録している期間

１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。月途中から登録した場合又は月途中から登

録を終了した場合には、登録していた期間（登録日から当該月の末日まで又は当該月の

初日から登録終了日まで）に対応した単位数を算定することとする。また、月途中から

看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に転居した場合又は月途中から看護小

規模多機能型居宅介護事業所と同一建物から同一建物ではない建物に転居した場合に

は、居住していた期間に対応した単位数を算定することとする。 

これらの算定の基礎となる「登録日」とは、利用者が看護小規模多機能型居宅介護事

業者と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問又は宿泊のいずれかのサービスを実際

に利用開始した日とする。また、「登録終了日」とは、利用者が看護小規模多機能型居

宅介護事業者との間の利用契約を終了した日とする。 

② 「同一建物」とは、当該看護小規模多機能型居宅介護事業所と構造上又は外形上、一

体的な建築物（養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢

者向け住宅に限る。）を指すものであり、具体的には、当該建物の一階部分に看護小規模

多機能型居宅介護事業所がある場合や、当該建物と渡り廊下等で繋がっている場合が該

当し、同一敷地内にある別棟の建築物や道路を挟んで隣接する場合は該当しない。 

また、ここでいう同一の建物については、当該建築物の管理、運営法人が当該看護小
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規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居宅介護事業者と異なる場合であ

っても該当するものであること。 

 

◇理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士の看護サービスの提供について 

理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士による看護サービスは、その看護サービスが看

護業務の一環としてのリハビリテーションを中心としたものである場合に、看護職員の代

わりに看護サービスを提供させるという位置付けのものである。 

なお、言語聴覚士により提供される看護サービスは、あくまで看護業務の一部であるこ

とから、言語聴覚士の業務のうち保健師助産師看護師法の規定にかかわらず業とすること

ができるとされている診療の補助行為（言語聴覚士法第４２条第１項）に限る。 

 

●同一建物に居住する者以外の者に対して行う場合 

注１ イ（１）については、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密着型サ

ービス基準第１７１条第１項に規定する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を

いう。以下同じ。）の登録者（当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建

物に居住する登録者を除く。）について、当該登録者の要介護状態区分に応じて、登

録している期間１月につきそれぞれ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は

従業者の員数が別に厚生労働大臣が定める基準◎に該当する場合は、別に厚生労働大

臣が定めるところにより算定する。 

  ◎登録者定員超過又は人員基準欠如の場合 

 

●同一建物に居住する者に対して行う場合 

注２ イ（２）については、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に居住す

る登録者について、登録者の要介護状態区分に応じて、登録している期間１月につき

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労

働大臣が定める基準◎に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算

定する。 

  ※区分支給限度基準額の算定の際は、イ（１）の単位数を算入 

  ◎登録者定員超過又は人員基準欠如の場合 

 

●短期利用居宅介護費 

注３ ロについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合するものとして市町村長に届

け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、指定看護小規模多機能型居

宅介護（指定地域密着型サービス基準第１７０条に規定する指定看護小規模多機能型

居宅介護をいう。以下同じ。）を行った場合に、登録者の要介護状態区分に応じて、

それぞれ所定単位数を算定する。ただし、登録者の数又は従業者の員数が別に厚生労

働大臣が定める基準◎に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるところにより算

定する。 

  ◎登録者定員超過又は人員基準欠如の場合 
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【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７４号） 

次のいずれにも適合すること。 

 イ 利用者の状態や利用者の家族等の事情により、指定居宅介護支援事業所の介護

支援専門員が、緊急に利用することが必要と認めた場合であって、指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所の介護支援専門員が、当該指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所の登録者に対する指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に支障が

ないと認めた場合であること。 

 ロ 利用の開始に当たって、あらかじめ７日以内（利用者の日常生活上の世話を行

う家族等の疾病等やむを得ない事情がある場合は１４日以内）の利用期間を定め

ること。 

 ハ 指定地域密着型サービス基準第１７１条に定める従業者の員数を置いているこ

と。 

 ニ 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が複合型サービス費の注７（サー

ビス提供が過少である場合の減算）を算定していないこと。 
 

 

◇短期利用居宅介護費について 

① 短期利用居宅介護費については、厚生労働大臣が定める基準（平成２７年厚生労働省

告示第９５号。以下「９５号告示」という。）第７４号に規定する基準を満たす指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所において算定できるものである。 

② 宿泊室を活用する場合については、登録者の宿泊サービスの利用者と登録者以外の短

期利用者の合計が、宿泊サービスの利用定員の範囲内で、空いている宿泊室を利用する

ものであること。 

 

注１２ 登録者が短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護又は認

知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護若しくは地域密着型

介護老人福祉施設入所者生活介護を受けている間は、複合型サービス費は、算定し

ない。 

 

注１３ 登録者が一の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、指定看護小規模

多機能型居宅介護（指定地域密着型サービス基準第１７０条に規定する指定看護小

規模多機能型居宅介護をいう。以下同じ。）を受けている間は、当該指定看護小規

模多機能型居宅介護事業所以外の指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が指定

看護小規模多機能型居宅介護を行った場合に、複合型サービス費は、算定しない。 
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Ⅲ．加算減算等                             

 

●身体拘束廃止未実施減算 

注４ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、身体拘束廃止未実施減算とし

て、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７４号の２） 

指定地域密着型サービス基準第１７７条第６号及び第７号に規定する基準に適合し

ていること。 
 

 

◇身体拘束廃止未実施減算について 

身体拘束廃止未実施減算については、事業所において身体的拘束等が行われていた場合

ではなく、指定地域密着型サービス基準第１７７条第６項の記録（同条第５項に規定する

身体的拘束等を行う場合の記録）を行っていない場合及び同条第７項に規定する措置を講

じていない場合に、利用者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、

記録を行っていない、身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回

以上開催していない、身体的拘束等の適正化のための指針を整備していない又は身体的拘

束等の適正化のための定期的な研修を実施していない事実が生じた場合、速やかに改善計

画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改善状況を市

町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月までの間につ

いて、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 

 

●高齢者虐待防止措置未実施減算 

注５ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実施減

算として、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７４号の３） 

地域密着型サービス基準第１８２条において準用する指定地域密着型サービス基準

第３条の３８の２に規定する基準に適合していること。 
 

 

◇高齢者虐待防止措置未実施減算について 

高齢者虐待防止措置未実施減算については、事業所において高齢者虐待が発生した場合

ではなく、地域密着型サービス基準第３条の３８の２に規定する措置を講じていない場合

に、利用者全員について所定単位数から減算することとなる。具体的には、高齢者虐待防

止のための対策を検討する委員会を定期的に開催していない、高齢者虐待防止のための指

針を整備していない、高齢者虐待防止のための年１回以上の研修を実施していない又は高

齢者虐待防止措置を適正に実施するための担当者を置いていない事実が生じた場合、速や

かに改善計画を市町村長に提出した後、事実が生じた月から３月後に改善計画に基づく改

善状況を市町村長に報告することとし、事実が生じた月の翌月から改善が認められた月ま 

での間について、利用者全員について所定単位数から減算することとする。 
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●業務継続計画未策定減算 

注６ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算とし

て、所定単位数の１００分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７４号の４） 

地域密着型サービス基準第１８２条において準用する指定地域密着型サービス基準

第３条の３０の２第１項に規定する基準に適合していること。 
 

 

◇業務継続計画未策定減算について 

業務継続計画未策定減算については、指定地域密着型サービス基準第１８２条において

準用する指定地域密着型サービス基準第３条の３０の２第１項に規定する基準を満たさな

い事実が生じた場合に、その翌月（基準を満たさない事実が生じた日が月の初日である場

合は当該月）から基準に満たない状況が解消されるに至った月まで、当該事業所の利用者

全員について、所定単位数から減算することとする。 

 

●サービス提供が過少である場合の減算 

注７ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が提供する通いサービス

（指定地域密着型サービス基準第１７１条第１項に規定する通いサービスをいう。）、

訪問サービス（同項に規定する訪問サービスをいう。）及び宿泊サービス（同条第６

項に規定する宿泊サービスをいう。）の算定月における提供回数について、週平均１

回に満たない場合又は登録者（短期利用居宅介護費を算定する者を除く。）１人当た

り平均回数が、週４回に満たない場合は、所定単位数の１００分の７０に相当する単

位数を算定する。 

 

◇サービス提供が過少である場合の減算について 

① 「週平均」は、当該登録者において暦月ごとに以下のイからハまでの方法に従って算

定したサービス提供回数の合計数を、当該月の日数で除したものに、７を乗ずることに

よって算定するものとする。 

イ 通いサービス 

１人の登録者が１日に複数回通いサービスを利用する場合にあっては、複数回の算

定を可能とする。 

ロ 訪問サービス 

１回の訪問を１回のサービス提供として算定すること。なお、看護小規模多機能型

居宅介護の訪問サービスは身体介護に限られないため、登録者宅を訪問して見守りの

意味で声かけ等を行った場合でも、訪問サービスの回数に含めて差し支えない。また、

訪問サービスには訪問看護サービスも含まれるものである。 

ハ 宿泊サービス 

宿泊サービスについては、１泊を１回として算定すること。ただし、通いサービス

に引き続いて宿泊サービスを行う場合は、それぞれを１回とし、計２回として算定す

ること。 

② 「登録者１人当たり平均回数」は、当該事業所において暦月ごとに①イからハまでの

方法に従って算定したサービス提供回数の合計数を、当該月の日数に当該事業所の登録
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者数を乗じたもので除したものに、７を乗ずることによって算定するものとする。 

③ 登録者が月の途中に利用を開始又は終了した場合にあっては、利用開始日の前日以前

又は利用終了日の翌日以降の日数については、①の日数の算定の際に控除するものとす

ること。登録者が入院した場合の入院日（入院初日及び退院日を除く。）についても同

様の取扱いとする。 

④ 市町村長は、サービス提供回数が過少である状態が継続する場合には、事業所に対し

適切なサービスの提供を指導するものとする。 

 

●サテライト体制未整備減算  

注８ イについては、サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護事業所（指定地域密

着型サービス基準第１７１条第８項に規定するサテライト型指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所をいう。）又は当該サテライト型指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所の本体事業所において、注１４における届出をしている場合にあっては、サテ

ライト体制未整備減算として、１月につき所定単位数の１００分の９７に相当する単

位数を算定する。 

 

◇サテライト体制未整備減算について 

① サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所又は当該サテライト型看護小規模多

機能型居宅介護事業所の本体事業所である看護小規模多機能型居宅介護事業所（以下、

「本体事業所」という。）が注１４に掲げる訪問看護体制減算を届出している場合に、

サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及び本体事業所が共に算定するもの

である。例えば、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所が訪問看護体制減算

の届出を行っている場合には、本体事業所及び当該サテライト型看護小規模多機能型居

宅介護事業所が共にサテライト体制未整備減算を算定することとなる。 

② サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所の開始にあたって、訪問看護体制減

算の実績の計算に必要な前３月間において、本体事業所が訪問看護体制減算を届出して

いない期間に限り、サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及び本体事業所は

サテライト体制未整備減算を算定する必要はないものとする。なお、サテライト型看護

小規模多機能型居宅介護事業所は訪問看護体制減算の実績を継続的に確認するものと

し、４月目以降において訪問看護体制減算に該当し届出を行う場合には、サテライト体

制未整備減算を算定する。 

③ サテライト型看護小規模多機能型居宅介護事業所及び本体事業所については、訪問看

護体制減算の実績を継続的に確認するものとし、当該加算の届出の有無については、相

互に情報を共有すること。 

 

●特別地域及び中山間地域等における加算 

注９ イについて、別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当

該事務所を除く。）又はその一部として使用される事務所の看護小規模多機能型居宅

介護従業者が指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、特別地域看護小規模

多機能型居宅介護加算として、１月につき所定単位数の１００分の１５に相当する単

位数を所定単位数に加算する。 
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  ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める地域】 

※本資料最後部に添付 
 

 

注１０ 別に厚生労働大臣が定める地域に所在する指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所（その一部として使用される事務所が当該地域に所在しない場合は、当該事務

所を除く。）又はその一部として使用される事務所の看護小規模多機能型居宅介護

従業者が指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、イについては１月につ

き、ロについては１日につき、所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所

定単位数に加算する。 

   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める地域】 

※本資料最後部に添付 
 

 

注１１ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、別に厚生労働大臣が

定める地域に居住している登録者に対して、通常の事業の実施地域（指定地域密着

型サービス基準第１８２条において準用する第８１条第６号に規定する通常の事

業の実施地域をいう。）を越えて、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合

は、１月につき所定単位数の１００分の５に相当する単位数を所定単位数に加算す

る。 

   ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める地域】 

※本資料最後部に添付 
 

 

●訪問看護体制減算 

注１４ イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村

長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所については、訪問看護体制減

算として、要介護状態区分が要介護１、要介護２又は要介護３である者については

１月につき９２５単位を、要介護４である者については１月につき１，８５０単位

を、要介護５である者については１月につき２，９１４単位を所定単位数から減算

する。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７５号） 

次のいずれにも適合すること。 

 イ 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所における利用者（指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の複合型サービ

ス費に係る短期利用居宅介護費を算定する者を除く。以下同じ。）の総数のうち、

主治の医師の指示に基づく看護サービスを提供した利用者の占める割合が１００
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分の３０未満であること。 

 ロ 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所における利用者の総数のうち、緊急時対応加算を算定した利用者の占める割合

が１００分の３０未満であること。 

 ハ 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護事業

所における利用者の総数のうち、特別管理加算を算定した利用者の占める割合が

１００分の５未満であること。 
 

 

◇訪問看護体制減算について 

① ９５号告示第７５号イの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、主治の医師の指示に基づく看護

サービスを提供した実利用者数 

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者の総数 

② ９５号告示第７５号ロの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における緊急時対応加算を算定した実利用

者数 

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者の総数 

③ ９５号告示第７５号ハの基準における利用者の割合については、以下のアに掲げる数

をイに掲げる数で除して、算定日が属する月の前３月間当たりの割合を算出すること。 

ア 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における特別管理加算を算定した実利用者数 

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所における実利用者の総数 

④ ①から③までに規定する実利用者数は、前３月間において、当該事業所が提供する看

護サービスを２回以上利用した者又は当該事業所で当該加算を２回以上算定した者であ

っても、１として数えること。そのため、①から③までに規定する割合の算出において、

利用者には、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所を現に利用していない者も含

むことに留意すること。 

また、算定日が属する月の前３月間において複合型サービス費のうち短期利用居宅介

護費のみを算定した者を含まないこと。 

 

●末期の悪性腫瘍等により医療保険の訪問看護を行う場合の減算 

注１５ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護を利用しようとする者の主治の

医師が、当該者が末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大臣が定める疾病等により訪

問看護を行う必要がある旨の指示を行った場合は、要介護状態区分が要介護１、要

介護２又は要介護３である者については１月につき９２５単位を、要介護４である

者については１月につき１，８５０単位を、要介護５である者については１月につ

き２，９１４単位を所定単位数から減算する。 

 

【厚生労働大臣が定める疾病等】（９４号告示第５１号） 

多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、ハン

チントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性核上性麻痺、
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大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重症度分類がステージ

３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限る。）をいう。）、多系統萎縮

症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシャイ・ドレーガー症候群をいう。）、

プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性

筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、

頸髄損傷及び人工呼吸器を使用している状態 
 

 

●特別の指示により頻回に医療保険の訪問看護を行う場合の減算 

注１６ イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護を利用しようとする者の主治の

医師（介護老人保健施設及び介護医療院の医師を除く。）が、当該者が急性増悪等

により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、

当該指示の日数に、要介護状態区分が要介護１、要介護２又は要介護３である者に

ついては１日につき３０単位を、要介護４である者については、１日につき６０単

位を、要介護５である者については１日につき９５単位を乗じて得た単位数を所定

単位数から減算する。 

 

◇看護サービスの指示の有効期間について 

 看護サービスは主治の医師による指示若しくは主治の医師の判断に基づいて交付された

指示書の有効期間内に行われるものであること。 

  

◇医療保険の訪問看護を行う場合の減算について 

① 末期の悪性腫瘍その他厚生労働大臣が定める疾病等（９４号告示第４号を参照のこ

と。）の患者について、医療保険の給付の対象となる訪問看護を行う場合には、所定単

位数から減算する。 

※９４号告示第４号：本資料注１５に記載 

② 前記①の場合、月途中から医療保険の給付の対象となる場合又は月途中から医療保険

の給付の対象外となる場合には、医療保険の給付の対象となる期間に応じて単位数を減

算する。なお、医療保険の給付の対象となる期間については、主治の医師による指示に

基づくものとする。 

③ 利用者が急性増悪等により一時的に頻回の訪問看護を行う必要がある旨の特別指示又

は特別指示書の交付があった場合は、交付の日から１４日間を限度として医療保険の訪

問看護の給付対象となるものであり、当該月における当該特別指示の日数に応じて減算

する。 

④ 前記③の場合の医療機関における特別指示については、頻回の訪問看護が必要な理由、

その期間等については、診療録に記載しなければならない。 

 

●初期加算  ３０単位 

ハ 初期加算 

注 イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から起算して３

０日以内の期間については、１日につき所定単位数を加算する。３０日を超える病院又

は診療所への入院後に指定看護小規模多機能型居宅介護の利用を再び開始した場合も、

同様とする。 
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●認知症加算 

ニ 認知症加算 

（１）認知症加算（Ⅰ） ９２０単位 

（２）認知症加算（Ⅱ） ８９０単位 

（３）認知症加算（Ⅲ） ７６０単位 

（４）認知症加算（Ⅳ） ４６０単位 

注１ イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長

に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、別に厚生労働大臣が定

める登録者に対して専門的な認知症ケアを行った場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、（１）及び（２）について１月につきそれぞれ所定単位数を加算する。ただし、（１）、

（２）又は（３）のいずれかの加算を算定している場合は、その他の加算は算定しな

い。 

注２ イについては、別に厚生労働大臣が定める登録者に対して指定看護小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、（３）及び（４）について１月につきそれぞれ所定単位数

を加算する。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第５４号の５） 

イ 認知症加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 認知症介護に係る専門的な研修を修了している者を、事業所における日常生

活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を必要

とする認知症の者（以下「対象者」）の数が２０人未満である場合にあっては

１以上、対象者の数が２０人以上である場合にあっては１に対象者の数が１９

を超えて１０又はその端数を増すごとに１を加えて得た数以上配置し、チーム

として専門的な認知症ケアを実施していること。 

（２） 当該事業所の従業者に対する認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的

指導に係る会議を定期的に開催していること。 

（３） 認知症介護の指導に係る専門的な研修を修了している者を１名以上配置し、

事業所全体の認知症ケアの指導等を実施していること。 

（４） 当該事業所における介護職員、看護職員ごとの認知症ケアに関する研修計画

を作成し、当該計画に従い、研修（外部における研修を含む。）を実施又は実

施を予定していること。 

ロ 認知症加算（Ⅱ） 

イ（１）及び（２）に適合すること。 

 

【厚生労働大臣が定める登録者】（９４号告示第５２号） 

イ 認知症加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅲ） 

日常生活に支障を来すおそれのある症状又は行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者 

ロ 認知症加算（Ⅳ） 

要介護状態区分が要介護２である者であって、周囲の者による日常生活に対する

注意を必要とする認知症のもの 
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◇認知症加算について 

① 「日常生活に支障を来すおそれのある症状若しくは行動が認められることから介護を

必要とする認知症の者」とは、日常生活自立度のランクⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者を指

すものとする。 

② 「周囲の者による日常生活に対する注意を必要とする認知症のもの」とは、日常生活

自立度のランクⅡに該当する者を指すものとする。 

③ 「認知症介護に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実施につ

いて」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認知症介

護実践リーダー研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

④ 「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に係る会議」の実施に当たって

は、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分かれて開催す

ることで差し支えない。また、「認知症ケアに関する留意事項の伝達又は技術的指導に

係る会議」は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、個

人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱

いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドラ

イン」等を遵守すること。 

⑤ 「認知症介護の指導に係る専門的な研修」とは、「認知症介護実践者等養成事業の実

施について」、「認知症介護実践者等養成事業の円滑な運営について」に規定する「認

知症介護指導者養成研修」及び認知症看護に係る適切な研修を指すものとする。 

 

●認知症行動・心理症状緊急対応加算 

ホ 認知症行動・心理症状緊急対応加算 

注 ロについて、医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困

難であり、緊急に指定看護小規模多機能型居宅介護を利用することが適当であると判断

した者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、利用を開始した日か

ら起算して７日を限度として、１日につき２００単位を所定単位数に加算する。 

 

◇認知症行動・心理症状緊急対応加算について 

①  「認知症の行動・心理症状」とは、認知症による認知機能の障害に伴う、妄想・幻覚・

興奮・暴言等の症状を指すものである。 

②  本加算は、利用者に「認知症の行動・心理症状」が認められ、緊急に短期利用（短期

利用居宅介護費）が必要であると医師が判断した場合であって、介護支援専門員、受け

入れ事業所の職員と連携し、利用者又は家族の同意の上、短期利用（短期利用居宅介護

費）を開始した場合に算定することができる。本加算は医師が判断した当該日又はその

次の日に利用を開始した場合に限り算定できるものとする。 

この際、短期利用（短期利用居宅介護費）ではなく、医療機関における対応が必要で

あると判断される場合にあっては、速やかに適当な医療機関の紹介、情報提供を行うこ

とにより、適切な医療が受けられるように取り計らう必要がある。 

③ 次に掲げる者が、直接、短期利用（短期利用居宅介護費）を開始した場合には、当該

加算は算定できないものであること。 

ａ 病院又は診療所に入院中の者 

ｂ 介護保険施設又は地域密着型介護老人福祉施設に入院中又は入所中の者 

- 34 -



 

 

ｃ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、特定施設入居者

生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介護、短期利用認知症対応型共同生活介

護、短期利用特定施設入居者生活介護及び地域密着型短期利用特定施設入居者生活介

護を利用中の者 

④ 判断を行った医師は診療録等に症状、判断の内容等を記録しておくこと。また、事業

所も判断を行った医師名、日付及び利用開始に当たっての留意事項等を介護サービス計

画書に記録しておくこと。 

⑤ ７日を限度として算定することとあるのは、本加算が「認知症の行動・心理症状」が

認められる利用者を受け入れる際の初期の手間を評価したものであるためであり、利用

開始後８日目以降の短期利用（短期利用居宅介護費）の継続を妨げるものではないこと

に留意すること。 

 

●若年性認知症利用者受入加算  ８００単位 

ヘ 若年性認知症利用者受入加算 

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、若年性認知症利用者に対し

て指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、１月につき所定単位数を加算す

る。ただし、ニ（認知症加算）を算定している場合は、算定しない。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第１８号） 

 受け入れた若年性認知症利用者（初老期における認知症によって要介護者となった

者）ごとに個別の担当者を定めていること。 
 

 

◇若年性認知症利用者受入加算について 

受け入れた若年性認知症利用者ごとに個別に担当者を定め、その者を中心に、当該利用

者の特性やニーズに応じたサービス提供を行うこと。 

 

●栄養アセスメント加算  ５０単位 

ト 栄養アセスメント加算 

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出

た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対して、管理栄養士が介護職員

等と共同して栄養アセスメント（利用者ごとの低栄養状態のリスク及び解決すべき課題

を把握することをいう。以下この注において同じ。）を行った場合は、１月につき所定

単位数を加算する。ただし、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス

を受けている間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、算定しない。 

（１） 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置

していること。 

（２） 利用者ごとに、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の

者（チ（栄養改善加算）において「管理栄養士等」という。）が共同して栄養ア

セスメントを実施し、当該利用者又はその家族等に対してその結果を説明し、相

談等に必要に応じ対応すること。 

（３） 利用者ごとの栄養状態等の情報を厚生労働省に提出し、栄養管理の実施に当た
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って、当該情報その他栄養管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用

していること。 

（４） 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所であること。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第１８号の２） 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
 

 

◇栄養アセスメント加算について 

① 栄養アセスメント加算の算定に係る栄養アセスメントは、利用者ごとに行われるケア

マネジメントの一環として行われることに留意すること。 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養アセスメント加算の対象

事業所に限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件と

して規定する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名

以上配置しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養

士会が設置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により、管理栄養士を

１名以上配置して行うものであること。 

③ 栄養アセスメントについては、３月に１回以上、イからニまでに掲げる手順により行

うこと。あわせて、利用者の体重については、１月毎に測定すること。 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用

者ごとの摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮しつつ、解決すべき栄養管理上の課題の

把握を行うこと。 

ハ イ及びロの結果を当該利用者又はその家族に対して説明し、必要に応じ解決すべき

栄養管理上の課題に応じた栄養食事相談、情報提供等を行うこと。 

ニ 低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者については、介護支援専門員

と情報共有を行い、栄養改善加算に係る栄養改善サービスの提供を検討するように依

頼すること。 

④ 原則として、当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている

間及び当該栄養改善サービスが終了した日の属する月は、栄養アセスメント加算は算定

しないが、栄養アセスメント加算に基づく栄養アセスメントの結果、栄養改善加算に係

る栄養改善サービスの提供が必要と判断された場合は、栄養アセスメント加算の算定月

でも栄養改善加算を算定できること。 

⑤ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥ

への提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加

算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照された

い。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活

用し、利用者の状態に応じた栄養管理の内容の決定（Plan）、当該決定に基づく支援の

提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた栄養管理の内容の

見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービスの質

の管理を行うこと。 
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提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

 

●栄養改善加算  ２００単位 

チ 栄養改善加算 

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出

て、低栄養状態にある利用者又はそのおそれのある利用者に対して、栄養改善サービス

を行った場合は、栄養改善加算として、３月以内の期間に限り１月に２回を限度として

１回につき所定単位数を加算する。ただし、栄養改善サービスの開始から３月ごとの利

用者の栄養状態の評価の結果、低栄養状態が改善せず、栄養改善サービスを引き続き行

うことが必要と認められる利用者については、引き続き算定することができる。 

（１） 当該事業所の従業者として又は外部との連携により管理栄養士を１名以上配置

していること。 

（２） 利用者の栄養状態を利用開始時に把握し、管理栄養士等が共同して、利用者ご

との摂食・嚥下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作成していること。 

（３） 利用者ごとの栄養ケア計画に従い、必要に応じて当該利用者の居宅を訪問し、

管理栄養士等が栄養改善サービスを行っているとともに、利用者の栄養状態を定

期的に記録していること。 

（４） 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価していること。 

（５） 別に厚生労働大臣が定める基準に適合している指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所であること。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第１９号） 

定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 
 

 

◇栄養改善加算について 

① 栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスの提供は、利用者ごとに行われるケアマ

ネジメントの一環として行われることに留意すること。 

② 当該事業所の職員として、又は外部（他の介護事業所（栄養改善加算の対象事業所に

限る。）、医療機関、介護保険施設（栄養マネジメント強化加算の算定要件として規定

する員数を超えて管理栄養士を置いているもの又は常勤の管理栄養士を１名以上配置

しているものに限る。）又は公益社団法人日本栄養士会若しくは都道府県栄養士会が設

置し、運営する「栄養ケア・ステーション」）との連携により、管理栄養士を１名以上

配置して行うものであること。 

③ 栄養改善加算を算定できる利用者は、次のイからホのいずれかに該当する者であって、

栄養改善サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ ＢＭＩ値が１８．５未満である者 

ロ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施につ

いて」に規定する基本チェックリストのＮｏ．(１１)の項目が「１」に該当する者 

ハ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ以下である者 

ニ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

ホ その他低栄養状態にある又はそのおそれがあると認められる者 
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なお、次のような問題を有する者については、上記イからホのいずれかの項目に該当

するかどうか、適宜確認されたい。 

・ 口腔及び摂食・嚥下機能の問題（基本チェックリストの口腔機能に関連する(１３)、

(１４)、(１５)のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・ 生活機能の低下の問題 

・ 褥瘡に関する問題 

・ 食欲の低下の問題 

・ 閉じこもりの問題（基本チェックリストの閉じこもりに関連する(１６)、(１７)

のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・ 認知症の問題（基本チェックリストの認知症に関連する(１８)、(１９)、(２０)

のいずれかの項目において「１」に該当する者などを含む。） 

・ うつの問題（基本チェックリストのうつに関連する(２１)から(２５)の項目にお

いて、２項目以上「１」に該当する者などを含む。） 

④ 栄養改善サービスの提供は、以下のイからヘまでに掲げる手順を経てなされる。 

イ 利用者ごとの低栄養状態のリスクを、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、管理栄養士が中心となって、利用者ごとの摂食・嚥下機能及び食形

態にも配慮しつつ、栄養状態に関する解決すべき課題の把握（以下「栄養アセスメン

ト」という。）を行い、管理栄養士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種

の者が共同して、栄養食事相談に関する事項（食事に関する内容の説明等）、解決す

べき栄養管理上の課題等に対し取り組むべき事項等を記載した栄養ケア計画を作成

すること。作成した栄養ケア計画については、栄養改善サービスの対象となる利用者

又はその家族に説明し、その同意を得ること。なお、看護小規模多機能型居宅介護に

おいては、栄養ケア計画に相当する内容を看護小規模多機能型居宅介護計画の中に記

載する場合は、その記載をもって栄養ケア計画の作成に代えることができるものとす

ること。 

ハ 栄養ケア計画に基づき、管理栄養士等が利用者ごとに栄養改善サービスを提供する

こと。その際、栄養ケア計画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正するこ

と。 

ニ 栄養改善サービスの提供に当たり、居宅における食事の状況を聞き取った結果、課

題がある場合は、当該課題を解決するため、利用者又はその家族の同意を得て、当該

利用者の居宅を訪問し、居宅での食事状況・食事環境等の具体的な課題の把握や、主

として食事の準備をする者に対する栄養食事相談等の栄養改善サービスを提供する

こと。 

ホ 利用者の栄養状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、おおむ

ね３月ごとに体重を測定する等により栄養状態の評価を行い、その結果を当該利用者

を担当する介護支援専門員や主治の医師に対して情報提供すること。 

ヘ 指定地域密着型サービス基準第１８２条において準用する第３条の１８に規定す

るサービスの提供の記録において利用者ごとの栄養ケア計画に従い管理栄養士が利

用者の栄養状態を定期的に記録する場合は、当該記録とは別に栄養改善加算の算定の

ために利用者の栄養状態を定期的に記録する必要はないものとすること。 

⑤ おおむね３月ごとの評価の結果、③のイからホまでのいずれかに該当する者であって、

継続的に管理栄養士等がサービス提供を行うことにより、栄養改善の効果が期待できる
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と認められるものについては、継続的に栄養改善サービスを提供する。 

 

●口腔・栄養スクリーニング加算 

リ 口腔・栄養スクリーニング加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合する指定看護小規模多機能型居宅

介護事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のス

クリーニング又は栄養状態のスクリーニングを行った場合に、次に掲げる区分に応じ、

１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算

定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定せず、当該利用者について、

当該事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定している場合にあっては算

定しない。 

（１）口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ）  ２０単位 

（２）口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ）   ５単位 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第１９号の２） 

イ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態について確認を

行い、当該利用者の口腔の健康状態に関する情報（当該利用者の口腔の健康

状態が低下しているおそれのある場合にあっては、その改善に必要な情報を

含む。）を当該利用者を担当する介護支援専門員に提供していること。 

（２） 利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の栄養状態について確認を行い、

当該利用者の栄養状態に関する情報（当該利用者が低栄養状態の場合にあっ

ては、低栄養状態の改善に必要な情報を含む。）を当該利用者を担当する介

護支援専門員に提供していること。 

（３） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

（４） 算定日が属する月が、次のいずれにも該当しないこと。 

（一） 栄養アセスメント加算を算定している間である又は当該利用者が栄養

改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている間である若しくは

当該栄養改善サービスが終了した日の属する月（栄養状態のスクリーニ

ングを行った結果、栄養改善サービスが必要であると判断され、栄養改

善サービスが開始された日の属する月を除く。）であること。 

（二） 当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスを

受けている間である又は当該口腔機能向上サービスが終了した日の属す

る月（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結果、口腔機能向上サ

ービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービスが開始された日

の属する月を除く。）であること。 

（５） 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携強化

加算を算定していないこと。 

ロ 口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） 

次のいずれかに適合すること。 

（１） 次のいずれにも適合すること。 
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（一） イ（１）及び（３）に掲げる基準に適合すること。 

（二） 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定している間である

又は当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けて

いる間である若しくは当該栄養改善サービスが終了した日の属する月

（栄養状態のスクリーニングを行った結果、栄養改善サービスが必要で

あると判断され、栄養改善サービスが開始された日の属する月を除く。）

であること。 

（三） 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口

腔機能向上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終

了した日の属する月ではないこと。 

（２） 次のいずれにも適合すること。 

（一） イ（２）及び（３）に掲げる基準に適合すること。 

（二） 算定日が属する月が、栄養アセスメント加算を算定していない、かつ、

当該利用者が栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービスを受けている

間又は当該栄養改善サービスが終了した日の属する月ではないこと。 

（三） 算定日が属する月が、当該利用者が口腔機能向上加算の算定に係る口

腔機能向上サービスを受けている間及び当該口腔機能向上サービスが終

了した日の属する月（口腔の健康状態のスクリーニングを行った結果、

口腔機能向上サービスが必要であると判断され、口腔機能向上サービス

が開始された日の属する月を除く。）であること。 

（四） 他の介護サービスの事業所において、当該利用者について、口腔連携

強化加算を算定していないこと。 
 

 

◇口腔・栄養スクリーニング加算について 

① 口腔・栄養スクリーニング加算の算定に係る口腔の健康状態のスクリーニング（以下

「口腔スクリーニング」という。）及び栄養状態のスクリーニング（以下「栄養スクリ

ーニング」という。）は、利用者ごとに行われるケアマネジメントの一環として行われ

ることに留意すること。なお、介護職員等は、利用者全員の口腔の健康状態及び栄養状

態を継続的に把握すること。 

② 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングは、利用者に対して、原則として一体的

に実施すべきものであること。ただし、大臣基準第１９号の２ロに規定する場合にあっ

ては、口腔スクリーニング又は栄養スクリーニングの一方のみを行い、口腔・栄養スク

リーニング加算（Ⅱ）を算定することができる。 

③ 口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングを行うに当たっては、利用者について、

それぞれ次に掲げる確認を行い、確認した情報を介護支援専門員に対し、提供すること。

なお、口腔スクリーニング及び栄養スクリーニングの実施に当たっては、別途通知（｢リ

ハビリテーション・個別機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について｣）を参

照されたい。 

イ 口腔スクリーニング 

ａ 硬いものを避け、柔らかいものを中心に食べる者 

ｂ 入れ歯を使っている者 

ｃ むせやすい者 
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ロ 栄養スクリーニング 

ａ ＢＭＩが１８．５未満である者 

ｂ １～６月間で３％以上の体重の減少が認められる者又は「地域支援事業の実施に

ついて」（平成１８年６月９日老発第0609001号厚生労働省老健局長通知）に規定

する基本チェックリストのＮｏ．１１の項目が「１」に該当する者 

ｃ 血清アルブミン値が３．５ｇ／ｄｌ 以下である者 

ｄ 食事摂取量が不良（７５％以下）である者 

④ 口腔・栄養スクリーニング加算の算定を行う事業所については、サービス担当者会議

で決定することとし、原則として、当該事業所が当該加算に基づく口腔スクリーニング

又は栄養スクリーニングを継続的に実施すること。 

⑤ 口腔・栄養スクリーニング加算に基づく口腔スクリーニング又は栄養スクリーニング

の結果、栄養改善加算の算定に係る栄養改善サービス又は口腔機能向上加算の算定に係

る口腔機能向上サービスの提供が必要と判断された場合は、口腔・栄養スクリーニング

加算の算定月でも栄養改善加算又は口腔機能向上加算を算定できること。 

 

●口腔機能向上加算 

ヌ 口腔機能向上加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出て、かつ、口腔機能が低下している利用者又はそのおそれのある利用者に対して、

当該利用者の口腔機能の向上を目的として、個別的に実施される口腔清掃の指導若しく

は実施又は摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施であって、利用者の心身の

状態の維持又は向上に資すると認められるもの（以下この注において「口腔機能向上サ

ービス」という。）を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、３月以内の期間に

限り１月に２回を限度として１回につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次

に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算

定しない。また、口腔機能向上サービスの開始から３月ごとの利用者の口腔機能の評価

の結果、口腔機能が向上せず、口腔機能向上サービスを引き続き行うことが必要と認め

られる利用者については、引き続き算定することができる。 

（１）口腔機能向上加算（Ⅰ） １５０単位 

（２）口腔機能向上加算（Ⅱ） １６０単位 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７５号の２ 準用第２０号） 

イ 口腔機能向上加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置していること。 

（２） 利用者の口腔機能を利用開始時に把握し、言語聴覚士、歯科衛生士、看護

職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口

腔機能改善管理指導計画を作成していること。 

（３） 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言語聴覚士、歯科衛生士又

は看護職員が口腔機能向上サービスを行っているとともに、利用者の口腔機

能を定期的に記録していること。 

（４） 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画の進捗状況を定期的に評価するこ
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と。 

（５） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

ロ 口腔機能向上加算（Ⅱ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）から（５）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（２） 利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画等の内容等の情報を厚生労働省に

提出し、口腔機能向上サービスの実施に当たって、当該情報その他口腔衛生

の管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用していること。 
 

 

◇口腔機能向上加算について 

① 口腔機能向上加算の算定に係る口腔機能向上サービスの提供には、利用者ごとに行わ

れるケアマネジメントの一環として行われることに留意すること。 

② 言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員を１名以上配置して行うものであること。 

③ 口腔機能向上加算を算定できる利用者は、次のイからハまでのいずれかに該当する者

であって、口腔機能向上サービスの提供が必要と認められる者とすること。 

イ 認定調査票における嚥下、食事摂取、口腔清潔の３項目のいずれかの項目において

「１」以外に該当する者 

ロ 基本チェックリストの口腔機能に関連する（１３）、（１４）、（１５）の３項目

のうち、２項目以上が「１」に該当する者 

ハ その他口腔機能の低下している者又はそのおそれのある者 

④ 利用者の口腔の状態によっては、医療における対応を要する場合も想定されることか

ら、必要に応じて、介護支援専門員を通して主治医又は主治の歯科医師への情報提供、

受診勧奨などの適切な措置を講じることとする。なお、介護保険の口腔機能向上サービ

スとして「摂食・嚥下機能に関する訓練の指導若しくは実施」を行っていない場合にあ

っては、加算は算定できない。 

⑤ 口腔機能向上サービスの提供は、以下のイからホまでに掲げる手順を経てなされる。 

イ 利用者ごとの口腔機能等の口腔の健康状態を、利用開始時に把握すること。 

ロ 利用開始時に、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が中心となって、利用者ごと

の口腔衛生、摂食・嚥下機能に関する解決すべき課題の把握を行い、言語聴覚士、歯

科衛生士、看護職員、介護職員、生活相談員その他の職種の者が共同して取り組むべ

き事項等を記載した口腔機能改善管理指導計画を作成すること。作成した口腔機能改

善管理指導計画については、口腔機能向上サービスの対象となる利用者又はその家族

に説明し、その同意を得ること。なお、看護小規模多機能型居宅介護においては、口

腔機能改善管理指導計画に相当する内容を看護小規模多機能型居宅介護計画の中に

記載する場合は、その記載をもって口腔機能改善管理指導計画の作成に代えることが

できるものとすること。 

ハ 口腔機能改善管理指導計画に基づき、言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等が利

用者ごとに口腔機能向上サービスを提供すること。その際、口腔機能改善管理指導計

画に実施上の問題点があれば直ちに当該計画を修正すること。 

ニ 利用者の口腔機能の状態に応じて、定期的に、利用者の生活機能の状況を検討し、

おおむね３月ごとに口腔機能の状態の評価を行い、その結果について、当該利用者を

担当する介護支援専門員や主治の医師、主治の歯科医師に対して情報提供すること。 
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ホ 指定地域密着型サービス基準第１８２条において準用する第３条の１８に規定す

るサービスの提供の記録において利用者ごとの口腔機能改善管理指導計画に従い言

語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員が利用者の口腔機能を定期的に記録する場合は、

当該記録とは別に口腔機能向上加算の算定のために利用者の口腔機能を定期的に記

録する必要はないものとすること。 

⑥ おおむね３月ごとの評価の結果、次のイ又はロのいずれかに該当する者であって、継

続的に言語聴覚士、歯科衛生士又は看護職員等がサービス提供を行うことにより、口腔

機能の向上又は維持の効果が期待できると認められるものについては、継続的に口腔機

能向上サービスを提供する。 

イ 口腔清潔・唾液分泌・咀嚼・嚥下・食事摂取等の口腔機能の低下が認められる状態

の者 

ロ 当該サービスを継続しないことにより、口腔機能が低下するおそれのある者 

⑦ 口腔機能向上サービスの提供に当たっては、 別途通知（｢リハビリテーション・個別

機能訓練、栄養、口腔の実施及び一体的取組について｣）を参照されたい。 

⑧ 厚生労働省への情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥ

への提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加

算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照された

い。 

サービスの質の向上を図るため、ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報を活

用し、利用者の状態に応じた口腔機能改善管理指導計画の作成（Plan）、当該計画に基

づく支援の提供（Do)、当該支援内容の評価（Check）、その評価結果を踏まえた当該計

画の見直し・改善（Action）の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービス

の質の管理を行うこと。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

 

●退院時共同指導加算  ６００単位 

ル 退院時共同指導加算 

注 イについては、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又は入所中

の者が退院又は退所するに当たり、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の保健師、

看護師又は理学療法士、作業療法士若しくは言語聴覚士が退院時共同指導を行った後、

当該者の退院又は退所後、当該者に対する初回の訪問看護サービス（利用者の居宅を訪

問して行う指定地域密着型サービス基準第１７７条第１０号に規定する看護サービス

（以下「看護サービス」という。）をいう。以下同じ。）を行った場合に、当該退院又

は退所につき１回（特別な管理を必要とする利用者（別に厚生労働大臣が定める状態に

あるものをいう。以下同じ。）については２回）に限り、所定単位数を加算する。 

 

【厚生労働大臣が定める状態】（９４号告示第５３号 準用第６号） 

 次のいずれかに該当する状態 

イ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅麻薬等注射指導管理、在宅腫瘍化学療法注射指

導管理、在宅強心剤持続投与指導管理若しくは在宅気管切開患者指導管理を受けて

いる状態又は気管カニューレ若しくは留置カテーテルを使用している状態 
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ロ 医科診療報酬点数表に掲げる在宅自己腹膜灌流指導管理、在宅血液透析指導管

理、在宅酸素療法指導管理、在宅中心静脈栄養法指導管理、在宅成分栄養経管栄養

法指導管理、在宅自己導尿指導管理、在宅持続陽圧呼吸療法指導管理、在宅自己疼

痛管理指導管理又は在宅肺高血圧症患者指導管理を受けている状態 

ハ 人工肛門又は人工膀胱を設置している状態 

ニ 真皮を越える褥瘡の状態 

ホ 点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態 
 

 

◇退院時共同指導加算について 

① 退院時共同指導加算は、病院、診療所、介護老人保健施設又は介護医療院に入院中又

は入所中の者が退院又は退所するに当たり、看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護

師等が退院時共同指導を行った後に、当該者の退院又は退所後、初回の訪問看護サービ

スを実施した場合に、１人の利用者に当該者の退院又は退所につき１回（厚生労働大臣

が定める状態（９４号告示第６号を参照のこと。）にある利用者について、複数日に退

院時共同指導を行った場合には２回）に限り、当該加算を算定できること。この場合の

当該加算の算定は、初回の訪問看護サービスを実施した日の属する月に算定すること。 

なお、当該加算を算定する月の前月に退院時共同指導を行っている場合においても算

定できること。 

また、退院時共同指導は、テレビ電話装置等（リアルタイムでの画像を介したコミュ

ニケーションが可能な機器をいう。以下同じ。）を活用して行うことができるものとす

る。ただし、テレビ電話装置等の活用について当該利用者又はその看護に当たる者の同

意を得なければならない。なお、テレビ電話装置等の活用に当たっては、個人情報保護

委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイドライン」等を

遵守すること。 

② ２回の当該加算の算定が可能である利用者（①の厚生労働大臣が定める状態の者）に

対して複数の看護小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・随時対応型訪問介護看護

事業所又は訪問看護ステーションが退院時共同指導を行う場合にあっては、１回ずつの

算定も可能であること。 

③ 複数の看護小規模多機能型居宅介護事業所等が退院時共同指導を行う場合には、主治

の医師の所属する保険医療機関又は介護老人保健施設若しくは介護医療院に対し、他の

看護小規模多機能型居宅介護事業所等における退院時共同指導の実施の有無について

確認すること。 

④ 退院時共同指導加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び定期巡回・

随時対応型訪問介護看護を利用した場合の当該各サービスにおける退院時共同指導加

算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における当

該加算は算定できないこと（②の場合を除く。）。 

⑤ 退院時共同指導を行った場合は、その内容を看護小規模多機能型居宅介護記録書に記

録すること。 
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●緊急時対応加算  ７７４単位 

ヲ 緊急時対応加算 

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者の同意を得て、利用者又は

その家族等に対して当該基準により２４時間連絡できる体制にあって、かつ、計画的に

訪問することとなっていない緊急時における訪問及び計画的に宿泊することとなって

いない緊急時における宿泊を必要に応じて行う体制にある場合（訪問については、訪問

看護サービスを行う場合に限る。）には、１月につき所定単位数を加算する。 

 ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７６号） 

 利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意見を求められた場合に常時

対応できる体制にあること。 
 

 

◇緊急時対応加算について 

① 緊急時対応加算については、利用者又はその家族等から電話等により看護に関する意

見を求められた場合に常時対応できる体制にある事業所において、当該事業所の看護師

等が訪問看護サービス及び宿泊サービスを受けようとする者に対して、当該体制にある

旨及び計画的に訪問することとなっていない緊急時における訪問及び計画的に宿泊す

ることとなっていない緊急時における宿泊を行う体制にある場合には当該加算を算定

する旨を説明し、その同意を得た場合に加算する。 

② 緊急時対応加算については、介護保険の給付対象となる訪問看護サービス又は宿泊サ

ービスを行った日の属する月の所定単位数に加算するものとする。なお当該加算を介護

保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利

用した場合の当該訪問看護における緊急時訪問看護加算、同月に看護小規模多機能型居

宅介護を利用した場合の当該看護小規模多機能型居宅介護における緊急時対応加算及

び同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における２４時間

対応体制加算は算定できないこと。 

③ 緊急時対応加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。このた

め、 緊急時対応加算に係る訪問看護サービス又は宿泊サービスを受けようとする利用

者に説明するに当たっては、当該利用者に対して、他の事業所から緊急時訪問看護加算 

に係る訪問看護又は緊急時対応加算に係る宿泊を受けていないか確認すること。 

④ 緊急時対応加算の届出は利用者や居宅介護支援事業所が看護小規模多機能型居宅介護 

事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。なお、緊急時対応加算の算

定に当たっては、第１の１の（６）によらず、届出を受理した日から算定するものとす

る。 

 

●特別管理加算 

ワ 特別管理加算 

注 イについては、指定看護小規模多機能型居宅介護に関し特別な管理を必要とする利用

者に対して、市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、指定看護

小規模多機能型居宅介護（看護サービスを行う場合に限る。）の実施に関する計画的な
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管理を行った場合は、厚生労働大臣が定める区分に応じて、１月につき次に掲げる所定

単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）特別管理加算（Ⅰ） ５００単位 

（２）特別管理加算（Ⅱ） ２５０単位 

※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める区分】（９４号告示５４号） 

特別管理加算（Ⅰ） 

第６号イに規定する状態にある者に対して指定看護小規模多機能型居宅介護を行

う場合 

特別管理加算（Ⅱ） 

第６号ロ、ハ、ニ又はホに規定する状態にある者に対して指定看護小規模多機能

型居宅介護を行う場合 

※第６号：本資料の「ル 退院時共同指導加算」に記載 
 

 

◇特別管理加算について 

① 特別管理加算については、利用者や居宅介護支援事業所が看護小規模多機能型居宅介

護事業所を選定する上で必要な情報として届け出させること。 

② 特別管理加算は、介護保険の給付対象となる看護サービスを行った日の属する月に算

定するものとする。なお、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及

び定期巡回・随時対応型訪問介護看護を利用した場合の当該各サービスにおける特別管

理加算並びに同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の当該訪問看護における

特別管理加算は算定できないこと。 

③ 特別管理加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。 

④ 「真皮を越える褥瘡の状態」とは、ＮＰＵＡＰ（National Pressure Ulcer of Advisory 

Panel）分類Ⅲ度若しくはⅣ度又はＤＥＳＩＧＮ分類（日本褥瘡学会によるもの）Ｄ３、

Ｄ４若しくはＤ５に該当する状態をいう。 

⑤ 「真皮を越える褥瘡の状態にある者」に対して特別管理加算を算定する場合には、定

期的（１週間に１回以上）に褥瘡の状態の観察・アセスメント・評価（褥瘡の深さ、滲

出液、大きさ、炎症・感染、肉芽組織、壊死組織、ポケット）を行い、褥瘡の発生部位

及び実施したケア（利用者の家族等に行う指導を含む）について看護小規模多機能型居

宅介護記録書に記録すること。 

⑥ 「点滴注射を週３日以上行う必要があると認められる状態」とは、主治の医師が点滴

注射を週３日以上行うことが必要である旨の指示を看護小規模多機能型居宅介護事業所

に行った場合であって、かつ、当該事業所の看護職員が週３日以上点滴注射を実施して

いる状態をいう。 

⑦ ⑥の状態にある者に対して特別管理加算を算定する場合は、点滴注射が終了した場合

その他必要が認められる場合には、主治の医師に対して速やかに当該者の状態を報告す

るとともに、看護小規模多機能型居宅介護記録書に点滴注射の実施内容を記録すること。 

⑧ 訪問の際、症状が重篤であった場合には、速やかに医師による診療を受けることがで

きるよう必要な支援を行うこととする。 
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●専門管理加算 

カ 専門管理加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の緩和ケア、褥瘡ケア若しくは人工肛門

ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた看護師又は保健師助産師看護師法（昭

和２３年法律第２０３号）第３７条の２第２項第５号に規定する指定研修機関において

行われる研修（以下「特定行為研修」という。）を修了した看護師が、指定看護小規模

多機能型居宅介護の実施に関する計画的な管理を行った場合には、１月に１回に限り、

次に掲げる区分に応じ、次に掲げる単位数のいずれかを所定単位数に加算する。 

イ 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受けた

看護師が計画的な管理を行った場合（悪性腫瘍の鎮痛療法若しくは化学療法を行って

いる利用者、真皮を越える褥瘡の状態にある利用者（重点的な褥瘡管理を行う必要が

認められる利用者（在宅での療養を行っているものに限る。）にあっては真皮までの

状態の利用者）又は人工肛門若しくは人工膀胱を造設している者で管理が困難な利用

者に行った場合に限る。） ２５０単位 

ロ 特定行為研修を修了した看護師が計画的な管理を行った場合（診療報酬の算定方法

（平成２０年厚生労働省告示第５９号）別表第一医科診療報酬点数表（以下「医科診

療報酬点数表」という。）の区分番号Ｃ００７の注３に規定する手順書加算を算定す

る利用者に対して行った場合に限る。） ２５０単位 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７６号の２） 

次のいずれかに該当するものであること。 

イ 緩和ケア、褥瘡ケア又は人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修を受け

た看護師が配置されていること。 

ロ 保健師助産師看護師法第３７条の２第２項第５号に規定する指定研修機関にお

いて、同項第１号に規定する特定行為のうち訪問看護において専門の管理を必要と

するものに係る研修を修了した看護師が配置されていること。 
 

 

◇専門管理加算について 

① 専門管理加算のイは、悪性腫瘍の鎮痛療法若しくは化学療法を行っている利用者、真

皮を越える褥瘡の状態にある利用者（重点的な褥瘡管理を行う必要が認められる利用者

（在宅での療養を行っているものに限る。）にあっては真皮まで状態の利用者、人工肛

門若しくは人工膀胱周囲の皮膚にびらん等の皮膚障害が継続若しくは反復して生じて

いる状態にある利用者又は人工肛門若しくは人工膀胱のその他の合併症を有する利用

者に対して、それらの者の主治の医師から交付を受けた訪問看護指示の文書に基づき、

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所に配置されている次のいずれかの研修を受け

た看護師が、定期的（１月に１回以上）に指定看護小規模多機能型居宅介護を行うとと

もに、当該利用者に係る指定看護小規模多機能型居宅介護の実施に関する計画的な管理

を行った場合に、月１回に限り算定する。 

ａ 緩和ケアに係る専門の研修 

⒜ 国又は医療関係団体等が主催する研修であること。（６００時間以上の研修期間 

で、修了証が交付されるもの） 

- 47 -



 

 

⒝ 緩和ケアのための専門的な知識・技術を有する看護師の養成を目的とした研修で

あること。 

⒞ 講義及び演習により、次の内容を含むものであること。 

ⅰ ホスピスケア・疼痛緩和ケア総論及び制度等の概要 

ⅱ 悪性腫瘍又は後天性免疫不全症候群のプロセスとその治療 

ⅲ 悪性腫瘍又は後天性免疫不全症候群患者の心理過程 

ⅳ 緩和ケアのためのアセスメント並びに症状緩和のための支援方法 

ⅴ セルフケアへの支援及び家族支援の方法 

ⅵ ホスピス及び疼痛緩和のための組織的取組とチームアプローチ 

ⅶ ホスピスケア・緩和ケアにおけるリーダーシップとストレスマネジメント 

ⅷ コンサルテーション方法 

ⅸ ケアの質を保つためのデータ収集・分析等について 

ⅹ 実習により、事例に基づくアセスメントとホスピスケア・緩和ケアの実践 

ｂ 褥瘡ケアに係る専門の研修 

⒜ 国又は医療関係団体等が主催する研修であって、必要な褥瘡等の創傷ケア知識・

技術が習得できる６００時間以上の研修期間で、修了証が交付されるもの 

⒝ 講義及び演習等により、褥瘡予防管理のためのリスクアセスメント並びにケアに

関する知識・技術の習得、コンサルテーション方法、質保証の方法等を具体例に基

づいて実施する研修 

ｃ 人工肛門ケア及び人工膀胱ケアに係る専門の研修 

⒜ 国又は医療関係団体等が主催する研修であって、必要な人工肛門及び人工膀胱の

ケアに関する知識・技術が習得できる６００時間以上の研修期間で、修了証が交付

されるもの 

⒝ 講義及び演習等により、人工肛門及び人工膀胱管理のための皮膚障害に関するア

セスメント並びにケアに関する知識・技術の習得、コンサルテーション方法、質保

証の方法等を具体例に基づいて実施する研修 

② 専門管理加算のロは、保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第３７条

の２第２項第１号に規定する特定行為に係る同項第２号に規定する手順書（以下「手順

書」という。）の交付対象となった利用者（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ００７に

掲げる訪問看護指示料の注３を算定する利用者に限る。）に対して、それらの者の主治

の医師から交付を受けた訪問看護指示の文書及び手順書に基づき、指定看護小規模多機

能型居宅介護事業所に配置されている、同項第５号に規定する指定研修機関において行

われる同項第１号に規定する特定行為のうち指定看護小規模多機能型居宅介護におい

て専門の管理を必要とする次の行為に係る研修を修了した看護師が、定期的（１月に１

回以上）に指定看護小規模多機能型居宅介護を行うとともに、当該利用者に係る指定看

護小規模多機能型居宅介護の実施に関する計画的な管理を行った場合に、月１回に限り

算定する。なお、手順書について、主治の医師と共に、利用者の状態に応じて手順書の

妥当性を検討すること。 

ａ 気管カニューレの交換 

ｂ 胃ろうカテーテル若しくは腸ろうカテーテル又は胃ろうボタンの交換 

ｃ 膀胱ろうカテーテルの交換 

ｄ 褥瘡又は慢性創傷の治療における血流のない壊死組織の除去 
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ｅ 創傷に対する陰圧閉鎖療法 

ｆ 持続点滴中の高カロリー輸液の投与量の調整 

ｇ 脱水症状に対する輸液による補正 

 

●ターミナルケア加算  ２，５００単位 

ヨ ターミナルケア加算 

注 イについては、在宅又は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所で死亡した利用者に

対して、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た

指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、その死亡日及び死亡日前１４日以内に２日

（死亡日及び死亡日前１４日以内に当該利用者（末期の悪性腫瘍その他別に厚生労働大

臣が定める状態にあるものに限る。）に訪問看護を行っている場合にあっては、１日）

以上ターミナルケアを行った場合（ターミナルケアを行った後、２４時間以内に在宅又

は指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外の場所で死亡した場合を含む。）は、当

該利用者の死亡月につき所定単位数を加算する。 

 ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７７号 準用第８号） 

イ ターミナルケアを受ける利用者について２４時間連絡できる体制を確保してお

り、かつ、必要に応じて、訪問看護を行うことができる体制を整備していること。 

ロ 主治の医師との連携の下に、指定訪問看護におけるターミナルケアに係る計画及

び支援体制について利用者及びその家族等に対して説明を行い、同意を得てターミ

ナルケアを行っていること。 

ハ ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要な事項が適切に

記録されていること。 

 

【厚生労働大臣が定める状態】（９４号告示第５５号 準用第８号） 

次のいずれかに該当する状態 

イ 多発性硬化症、重症筋無力症、スモン、筋萎縮性側索硬化症、脊髄小脳変性症、

ハンチントン病、進行性筋ジストロフィー症、パーキンソン病関連疾患（進行性

核上性麻痺、大脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（ホーエン・ヤールの重

症度分類がステージ３以上であって生活機能障害度がⅡ度又はⅢ度のものに限

る。）をいう。）、多系統萎縮症（線条体黒質変性症、オリーブ橋小脳萎縮症及びシ

ャイ・ドレーガー症候群をいう。）、プリオン病、亜急性硬化性全脳炎、ライソゾ

ーム病、副腎白質ジストロフィー、脊髄性筋萎縮症、球脊髄性筋萎縮症、慢性炎

症性脱髄性多発神経炎、後天性免疫不全症候群、頸髄損傷及び人工呼吸器を使用

している状態 

ロ 急性増悪その他当該利用者の主治の医師が一時的に頻回の訪問看護が必要であ

ると認める状態 
 

 

◇ターミナルケア加算について 

① ターミナルケア加算については、在宅又は看護小規模多機能型居宅介護事業所で死亡

した利用者の死亡月に算定することとされているが、ターミナルケアを最後に行った日
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の属する月と、利用者の死亡月が異なる場合には、死亡月に算定することとする。 

② ターミナルケア加算は、１人の利用者に対し、１か所の事業所に限り算定できる。な

お、当該加算を介護保険で請求した場合には、同月に訪問看護及び定期巡回・随時対応

型訪問介護看護を利用した場合の当該各サービスにおけるターミナルケア加算並びに

同月に医療保険における訪問看護を利用した場合の訪問看護ターミナルケア療養費及

び訪問看護・指導料における在宅ターミナルケア加算（以下「ターミナルケア加算等」

という。）は算定できないこと。 

③ １の事業所において、死亡日及び死亡日前１４日以内に医療保険又は介護保険の給付

の対象となる訪問看護をそれぞれ１日以上実施した場合は、最後に実施した保険制度に

おいてターミナルケア加算等を算定すること。この場合において他制度の保険によるタ

ーミナルケア加算等は算定できないこと。 

④ ターミナルケアの提供においては、次に掲げる事項を看護小規模多機能型居宅介護記

録書に記録しなければならない。 

ア 終末期の身体症状の変化及びこれに対する看護についての記録 

イ 療養や死別に関する利用者及び家族の精神的な状態の変化及びこれに対するケア

の経過についての記録 

ウ 看取りを含めたターミナルケアの各プロセスにおいて利用者及び家族の意向を把

握し、それに基づくアセスメント及び対応の経過の記録 

なお、ウについては、厚生労働省「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロ

セスに関するガイドライン」等の内容を踏まえ、利用者本人及びその家族等と話し合

いを行い、利用者本人の意思決定を基本に、他の関係者との連携の上対応すること。 

⑤ ターミナルケアを実施中に、死亡診断を目的として医療機関へ搬送し、２４時間以内

に死亡が確認される場合等については、ターミナルケア加算を算定することができるも

のとする。 

⑥ ターミナルケアの実施にあたっては、他の医療及び介護関係者と十分な連携を図るよ

う努めること。 

 

●遠隔死亡診断補助加算  １５０単位 

タ 遠隔死亡診断補助加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の情報通信機器を用いた在宅での看取

りに係る研修を受けた看護師が、医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ００１の注８（医科

診療報酬点数表の区分番号Ｃ００１－２の注６の規定により準用する場合（指定特定施

設入居者生活介護事業者の指定を受けている有料老人ホームその他これに準ずる施設

が算定する場合を除く。）を含む。）に規定する死亡診断加算を算定する利用者（別に厚

生労働大臣が定める地域に居住する利用者に限る。）について、その主治の医師の指示

に基づき、情報通信機器を用いて医師の死亡診断の補助を行った場合は、当該利用者の

死亡月につき所定単位数を加算する。 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７７号の２） 

情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が配置されている

こと。 
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【厚生労働大臣が定める地域】 

※本資料最後部に添付 
 

 

◇遠隔死亡診断補助加算について 

遠隔死亡診断補助加算は、連携する保険医療機関において医科診療報酬点数表の区分番

号Ｃ００１の注８（医科診療報酬点数表の区分番号Ｃ００１－２の注６の規定により準用

する場合（指定特定施設入居者生活介護事業者の指定を受けている有料老人ホームその他

これに準ずる施設が算定する場合を除く。）を含む。）に規定する死亡診断加算を算定する

利用者（特別地域に居住する利用者に限る。）について、主治の医師の指示により、情報通

信機器を用いた在宅での看取りに係る研修を受けた看護師が、厚生労働省「情報通信機器

（ＩＣＴ）を利用した死亡診断等ガイドライン」に基づき、主治の医師による情報通信機

器を用いた死亡診断の補助を行った場合に算定する。 

なお、情報通信機器を用いた在宅での看取りに係る研修とは、厚生労働省「情報通信機

器（ＩＣＴ）を利用した死亡診断等ガイドライン」に基づく「法医学等に関する一定の教

育」であること。 

 

●看護体制強化加算 

レ 看護体制強化加算 

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、医療ニーズの高い利用者への指定

看護小規模多機能型居宅介護の提供体制を強化した場合は、当該基準に掲げる区分に従

い、１月につき次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算

を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）看護体制強化加算（Ⅰ） ３，０００単位 

（２）看護体制強化加算（Ⅱ） ２，５００単位 

 ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７８号） 

イ 看護体制強化加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所における利用者の総数のうち、主治の医師の指示に基づく看護サービ

スを提供した利用者の占める割合が１００分の８０以上であること。 

 （２） 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所における利用者の総数のうち、緊急時対応加算を算定した利用者の占

める割合が１００分の５０以上であること。 

 （３） 算定日が属する月の前３月間において、指定看護小規模多機能型居宅介護

事業所における利用者の総数のうち、特別管理加算を算定した利用者の占め

る割合が１００分の２０以上であること。 

 （４） 算定日が属する月の前１２月間において、指定看護小規模多機能型居宅介

護事業所におけるターミナルケア加算（地域密着型サービス介護給付費単位
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数表の複合型サービス費のヨの加算をいう。）を算定した利用者が１名以上で

あること。 

 （５） 登録特定行為事業者（社会福祉士及び介護福祉士法附則第２０条第１項の

登録を受けた登録特定行為事業者をいう。）又は登録喀痰吸引等事業者（同法

第４８条の３第１項の登録を受けた登録喀痰吸引等事業者をいう。）として届

出がなされていること。 

ロ 看護体制強化加算（Ⅱ） 

イ（１）から（３）までのすべてに適合すること。 
 

 

◇看護体制強化加算について 

① 看護体制強化加算については、医療ニーズの高い中重度の要介護者が療養生活を送る

ために必要な居宅での支援に取り組む指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の実績を

評価するものである。 

② 看護体制強化加算を算定するに当たっては、９（１１）を準用すること。この場合、

９（１１）①から③まで中「第７５号」とあるのは「第７８号」とすること。 

※９（１１）：本資料の注１４「◇訪問看護体制減算について」に記載 

③ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、当該指定看護小規模多機能型居宅介護事

業所の看護師等が、当該加算の内容について利用者又はその家族への説明を行い、同意

を得ること。 

④ 看護体制強化加算を算定するに当たっては、９５号告示第７８号イ（１）、（２）及び

（３）の割合並びに（４）の人数（（４）については、看護体制強化加算（Ⅰ）に限る。）

について、継続的に所定の基準を維持しなければならない。なお、その割合又は人数（看

護体制強化加算（Ⅰ）に限る。）については、台帳等により毎月記録するものとし、所定

の基準を下回った場合については、直ちに第１の５の届出を提出しなければならないこ

と。 

※第１の５の届出：加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い 

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算

定されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、

この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わな

いものとする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定について請求を行っ

た場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講

ずることになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処するこ

と。 

⑤ 看護体制強化加算（Ⅰ）を算定するに当たっては、登録特定行為事業者又は登録喀痰

吸引等事業者として届出がなされていること。 

⑥ 看護体制強化加算は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の利用者によって（Ⅰ）

又は（Ⅱ）を選択的に算定することができないものであり、当該指定看護小規模多機能

型居宅介護事業所においていずれか一方のみを届出すること。 

⑦ 看護体制強化加算については、区分支給限度基準額から控除するものである。 

 

●訪問体制強化加算  １，０００単位 

ソ 訪問体制強化加算 
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注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、登録者の居宅における生活を継続

するための指定看護小規模多機能型居宅介護の提供体制を強化した場合は、訪問体制強

化加算として、１月につき所定単位数を加算する。 

 ※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７８号の２） 

次のいずれにも適合すること 

イ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が提供する訪問サービス（看護サービ

スを除く。以下同じ。）の提供に当たる常勤の従業者（保健師、看護師、准看護師、

理学療法士、作業療法士、及び言語聴覚士を除く。）を２名以上配置していること。 

ロ 算定日が属する月における提供回数について、当該指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所における延べ訪問回数が１月当たり２００回以上であること。ただ

し、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に集合住宅（養護老人ホー

ム、軽費老人ホーム若しくは有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅であ

って、都道府県知事の登録を受けたものに限る。）を併設する場合は、登録者の総

数のうち指定地域密着型サービス介護給付費単位数表の複合型サービス費のイ

（１）を算定する者の占める割合が１００分の５０以上であって、かつ、イ（１）

を算定する登録者に対する延べ訪問回数が１月当たり２００回以上であること。 
 

 

◇訪問体制強化加算について 

① 訪問体制強化加算は、訪問サービス（指定地域密着型サービス基準第１７１条第１項

に規定する訪問サービスのうち訪問看護サービスを除くものをいう。以下同じ。）を担

当する常勤の従業者を２名以上配置する指定看護小規模多機能型居宅介護事業所にお

いて、当該事業所における全ての登録者に対する訪問サービスの提供回数が１月当たり

延べ２００回以上である場合に当該加算を算定する。当該加算を算定する場合にあって

は、当該訪問サービスの内容を記録しておくこと。 

② 「訪問サービスを担当する常勤の従業者」は、訪問サービスのみを行う従業者として

固定しなければならないという趣旨ではなく、訪問サービスも行っている常勤の従業者

を２名以上配置した場合に算定が可能である。 

③ 「訪問サービスの提供回数」は、暦月ごとに、９（６）①ロと同様の方法に従って算

定するものとする。 

※９（６）：本資料の注７「◇サービス提供が過少である場合の減算について」に記載 

④ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所と同一建物に集合住宅（養護老人ホーム、軽

費老人ホーム、有料老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅に限る。）を併設する場

合は、各月の前月の末日時点（新たに事業を開始し、又は再開した事業所については事

業開始（再開）日）における登録者のうち同一建物居住者以外の者（「看護小規模多機

能型居宅介護費のイ（１）を算定する者」をいう。以下同じ。）の占める割合が１００

分の５０以上であって、かつ、①から③の要件を満たす場合に算定するものとする。た

だし、③については、同一建物居住者以外の者に対する訪問サービスの提供回数につい

て計算を行うこと。 
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●総合マネジメント体制強化加算 

ツ 総合マネジメント体制強化加算 

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し、指定看護小規模多

機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき所定単位数

を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に

掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ） １，２００単位 

（２）総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ）   ８００単位 

※ 区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７９号） 

 イ 総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 利用者の心身の状況又はその家族等を取り巻く環境の変化に応じ、随時、

介護支援専門員、看護師、准看護師、介護職員その他の関係者が共同し、看

護小規模多機能型居宅介護計画の見直しを行っていること。 

（２） 地域の病院、診療所、介護老人保健施設その他の関係施設に対し、指定看

護小規模多機能型居宅介護事業所が提供することのできる指定看護小規模多

機能型居宅介護の具体的な内容に関する情報提供を行っていること。 

（３） 利用者の地域における多様な活動が確保されるよう、日常的に地域住民等

との交流を図り、利用者の状態に応じて、地域の行事や活動等に積極的に参

加していること。 

（４） 日常的に利用者と関わりのある地域住民等の相談に対応する体制を確保し

ていること。 

（５） 必要に応じて、多様な主体により提供される登録者の生活全般を支援する

サービス（介護給付費等対象サービス以外の保健医療サービス又は福祉サー

ビス、当該地域の住民による自発的な活動によるサービス等をいう。）が包括

的に提供されるような居宅サービス計画を作成していること。 

（６） 次のいずれかに適合すること。 

（一） 地域住民等との連携により、地域資源を効果的に活用し、利用者の状

態に応じた支援を行っていること。 

（二） 障害福祉サービス事業所、児童福祉施設等と協働し、地域において世

代間の交流の場の拠点となっていること。 

（三） 地域住民等、他の指定居宅サービス事業者が当該事業を行う事業所、

他の指定地域密着型サービス事業者が当該事業を行う事業所等と共同で

事例検討会、研修会等を実施していること。 

（四） 市町村が実施する法第１１５条の４５第１項第２号に掲げる事業や同

条第２項第４号に掲げる事業等に参加していること。 

 ロ 総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ） 

イ（１）から（３）までに適合すること。 
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◇総合マネジメント体制強化加算について 

① 総合マネジメント体制強化加算は、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、

登録者が住み慣れた地域での生活を継続できるよう、地域住民との交流や地域活動への

参加を図りつつ、登録者の心身の状況、希望及びその置かれている環境を踏まえて、「通

い・訪問・宿泊」を柔軟に組み合わせて提供するために、介護支援専門員、看護師、准

看護師、介護職員その他の関係者が日常的に行う調整や情報共有等の取組、また、看護

小規模多機能型居宅介護が、地域包括ケアの担い手として、地域に開かれたサービスと

なるよう、サービスの質の向上を図りつつ、認知症対応を含む様々な機能を発揮し、地

域の多様な主体とともに利用者を支える仕組みづくりを促進するため、地域包括ケアの

推進と地域共生社会の実現に資する取組を評価するものである。 

② 総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）は、次に掲げるいずれにも該当する場合に算定

する。 

ア 看護小規模多機能型居宅介護計画について、登録者の心身の状況や家族を取り巻く

環境の変化を踏まえ、介護職員や看護職員等の多職種協働により、随時適切に見直し

を行っていること。 

なお、９５号告示第７９号イに規定する「その他の関係者」とは、保健師、理学療

法士、作業療法士又は言語聴覚士をいう。 

イ 看護小規模多機能型居宅介護が地域に開かれたサービスとなるよう、地域との連携

を図るとともに、地域の病院の退院支援部門、診療所、介護老人保健施設その他の関

係施設に対し、事業所において提供することができる具体的なサービスの内容等につ

いて日常的に情報提供を行っていること。 

なお、９５号告示第７９号イ（２）に規定する「その他の関係施設」とは、介護老

人福祉施設、小規模多機能型居宅介護事業所等の地域密着型サービス事業所又は居宅

介護支援事業所をいう。また、「具体的な内容に関する情報提供」とは、当該指定看護

小規模多機能型居宅介護事業所が受け入れ可能な利用者の状態及び提供可能な看護サ

ービス（例えば人工呼吸器を装着した利用者の管理）等に関する情報提供をいう。 

ウ 日常的に地域住民等との交流を図り、地域の行事や活動等に積極的に参加すること。 

（地域の行事や活動の例） 

・ 登録者の家族や登録者と関わる地域住民等からの利用者に関する相談への対応 

・ 登録者が住み慣れた地域で生活を継続するために、当該地域における課題を掘り

起し、地域住民や市町村等とともに解決する取組（行政や地域包括支援センターが

開催する地域での会議への参加、町内会や自治会の活動への参加、認知症や介護に

関する研修の実施等） 

・ 登録者が住み慣れた地域との絆を継続するための取組（登録者となじみの関係が

ある地域住民や商店等との関わり、地域の行事への参加等） 

エ 利用者及び利用者と関わりのある地域住民や商店等からの日頃からの相談体制を

構築し、事業所内外の人（主に独居、認知症の人とその家族）にとって身近な拠点と

なるよう、事業所が主体となって、地域の相談窓口としての役割を担っていること。 

オ 居宅サービス計画について、必要に応じて多様な主体により提供される登録者の生

活全般を支援するサービスが包括的に提供されるような計画を作成していること。な

お、多様な主体により提供される利用者の日常生活全般を支援するサービスとは、介

護給付費等対象サービス（介護保険法第２４条第２項に規定する介護給付費等対象サ
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ービスをいう。）以外の保健医療サービス又は福祉サービス、当該地域の住民による

自発的な活動によるサービス等のことをいう。 

カ 次に掲げるいずれかに該当すること 

・ 地域住民等との連携により、地域資源を効果的に活用し、利用者の状態に応じた

支援を行っていること。なお、地域資源を効果的に活用し、利用者の状態に応じた

支援を行うための取組とは、例えば、利用者となじみの関係にある地域住民・商店

等の多様な主体との関わり、利用者の地域における役割、生きがいなどを可視化し

たものを作成し、事業所の従業者で共有していることをいう。 

・ 障害福祉サービス事業所、児童福祉施設等と協働し、指定看護小規模多機能型居

宅介護事業所において、世代間の交流の場を設けている（障害福祉サービス事業所、

児童福祉施設等の指定を併せて受け、一体的に運営が行われている場合を含む。）

こと。 

・ 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、地域住民等、当該事業所以外の他の

指定居宅サービス事業者、指定地域密着型サービス事業者等と共同で、認知症や介

護に関する事例検討会、研修会等を定期的に行うこと。 

・ 市町村が実施する通いの場、在宅医療・介護連携推進事業等の地域支援事業等に

おいて、介護予防に資する取組、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所以外のサ

ービス事業所又は医療機関との連携等を行っていること。 

③ 総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ）は、②アからウまでのいずれにも該当する場合

に算定する。 

 

●褥瘡マネジメント加算 

ネ 褥瘡マネジメント加算 

注 イについて、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届

け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、継続的に利用者ごとの褥瘡管

理をした場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単位数を加

算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、次に掲げ

るその他の加算は算定しない。 

（１）褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）  ３単位 

（２）褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） １３単位 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７１号の２） 

イ 褥瘡マネジメント加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 入所者ごとに、施設入所時に褥瘡の有無を確認するとともに、褥瘡の発生

と関連のあるリスクについて、施設入所時に評価し、その後少なくとも３月

に１回評価すること。 

（２） （１）の確認及び評価の結果等の情報を厚生労働省に提出し、褥瘡管理の

実施に当たって、当該情報その他褥瘡管理の適切かつ有効な実施のために必

要な情報を活用していること。 

（３） （１）の確認の結果、褥瘡が認められ、又は（１）の評価の結果、褥瘡が

発生するリスクがあるとされた入所者ごとに、医師、看護師、介護職員、管
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理栄養士、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、褥瘡管理に関する

褥瘡ケア計画を作成していること。 

（４） 入所者ごとの褥瘡ケア計画に従い褥瘡管理を実施するとともに、その管理

の内容や入所者の状態について定期的に記録していること。 

（５） （１）の評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに褥瘡ケア計

画を見直していること。 

ロ 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）から（５）までのいずれにも適合すること。 

（２） 次のいずれかに適合すること。 

ａ イ（１）の確認の結果、褥瘡が認められた入所者について、当該褥瘡が

治癒したこと。 

ｂ イ（１）の評価の結果、施設入所時に褥瘡が発生するリスクがあるとさ

れた入所者について、褥瘡の発生のないこと。 
 

 

◇褥瘡マネジメント加算について 

① 褥瘡マネジメント加算は、褥瘡管理に係る質の向上を図るため、多職種の共同により、

利用者が褥瘡管理を要する要因の分析を踏まえた褥瘡ケア計画の作成（Plan）、当該計

画に基づく褥瘡管理の実施（Do）、当該実施内容の評価（Check）とその結果を踏まえ

た当該計画の見直し（Action）といったサイクル（以下「ＰＤＣＡ」という。）の構築

を通じて、継続的に褥瘡管理に係る質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)は、原則として要介護度３以上の利用者全員を対象として

利用者ごとに大臣基準第７１号の２イに掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の要

介護度３以上の利用者全員（褥瘡マネジメント加算(Ⅱ)を算定する者を除く。）に対し

て算定できるものであること。 

③ 大臣基準第７１号の２イ（１）の評価は、別紙様式５を用いて、褥瘡の状態及び褥瘡

の発生と関連のあるリスクについて実施すること。 

④ 大臣基準第７１号の２イ（１）の利用開始時の評価は、大臣基準第７１号の２イ（１）

から（５）までの要件に適合しているものとして市町村長に届け出た日の属する月及び

当該月以降の新規利用者については、当該者の利用開始時に評価を行うこととし、届出

の日の属する月の前月において既に利用している者（以下「既利用者」という。）につ

いては、介護記録等に基づき、利用開始時における評価を行うこと。 

⑤ 大臣基準第７１号の２イ（１）の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用

いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情

報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例

の提示について」を参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

⑥ 大臣基準第７１号の２イ（３）の褥瘡ケア計画は、褥瘡管理に対する各種ガイドライ

ンを参考にしながら、利用者ごとに、褥瘡管理に関する事項に対し関連職種が共同して

取り組むべき事項や、利用者の状態を考慮した評価を行う間隔等を検討し、別紙様式５

を用いて、作成すること。なお、褥瘡ケア計画に相当する内容を居宅サービス計画の中
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に記載する場合は、その記載をもって褥瘡ケア計画の作成に代えることができるものと

するが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と区別できるようにすること。 

⑦ 大臣基準第７１号の２イ（４）において、褥瘡ケア計画に基づいたケアを実施する際

には、褥瘡ケア・マネジメントの対象となる利用者又はその家族に説明し、その同意を

得ること。 

⑧ 大臣基準第７１号の２イ（５）における褥瘡ケア計画の見直しは、褥瘡ケア計画に実

施上の問題（褥瘡管理の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直し

の必要性等）があれば直ちに実施すること。 

その際、ＰＤＣＡの推進及び褥瘡管理に係る質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの

提出情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑨ 褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）は、褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たす事

業所において、④の評価の結果、利用開始時に褥瘡が認められた又は褥瘡が発生するリ

スクがあるとされた利用者について、利用開始日の属する月の翌月以降に別紙様式５を

用いて評価を実施し、当該月に別紙様式５に示す持続する発赤（ｄ１）以上の褥瘡の発

症がない場合に、所定単位数を算定できるものとする。 

ただし、利用開始時に褥瘡があった利用者については、当該褥瘡の治癒後に算定でき

るものとする。 

⑩ 褥瘡管理に当たっては、事業所ごとに当該マネジメントの実施に必要な褥瘡管理に係

るマニュアルを整備し、当該マニュアルに基づき実施することが望ましいものであるこ

と。 

 

●排せつ支援加算 

ナ 排せつ支援加算 

注 イについては、別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に

届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、継続的に利用者ごとの排せ

つに係る支援を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所

定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合において

は、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）排せつ支援加算（Ⅰ） １０単位 

（２）排せつ支援加算（Ⅱ） １５単位 

（３）排せつ支援加算（Ⅲ） ２０単位 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７１号の３） 

イ 排せつ支援加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 入所者ごとに、要介護状態の軽減の見込みについて、医師又は医師と連携

した看護師が施設入所時に評価し、その後少なくとも３月に１回評価すると

ともに、その評価結果等の情報を厚生労働省に提出し、排せつ支援の実施に

当たって、当該情報その他排せつ支援の適切かつ有効な実施のために必要な

情報を活用していること。 

（２） （１）の評価の結果、排せつに介護を要する入所者であって、適切な対応

を行うことにより、要介護状態の軽減が見込まれるものについて、医師、看
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護師、介護支援専門員その他の職種の者が共同して、当該入所者が排せつに

介護を要する原因を分析し、それに基づいた支援計画を作成し、当該支援計

画に基づく支援を継続して実施していること。 

（３） （１）の評価に基づき、少なくとも３月に１回、入所者ごとに支援計画を

見直していること。 

ロ 排せつ支援加算（Ⅱ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）から（３）までのいずれにも適合すること。 

（２） 次のいずれかに適合すること。 

（一） イ（１）の評価の結果、要介護状態の軽減が見込まれる者について、

施設入所時と比較して、排尿又は排便の状態の少なくとも一方が改善す

るとともにいずれにも悪化がないこと。 

（二） イ（１）の評価の結果、施設入所時におむつを使用していた者であっ

て要介護状態の軽減が見込まれるものについて、おむつを使用しなくな

ったこと。 

（三） イ（１）の評価の結果、施設入所時に尿道カテーテルが留置されてい

た者であって要介護状態の軽減が見込まれるものについて、尿道カテー

テルが抜去されたこと。 

ハ 排せつ支援加算（Ⅲ） 

イ（１）から（３）まで並びにロ（２）（一）及び（二）に掲げる基準のいずれ

にも適合すること。 
 

 

◇排せつ支援加算について 

① 排せつ支援加算は、排せつ支援の質の向上を図るため、多職種の共同により、利用者

が排せつに介護を要する要因の分析を踏まえた支援計画の作成（Plan）、当該支援計画

に基づく排せつ支援の実施（Do）、当該支援内容の評価（Check）とその結果を踏まえた

当該支援計画の見直し（Action）といったサイクル（以下「ＰＤＣＡ」という。）の構

築を通じて、継続的に排せつ支援の質の管理を行った場合に加算するものである。 

② 排せつ支援加算（Ⅰ）は、原則として要介護度３以上の利用者全員を対象として利用

者ごとに大臣基準第７１号の３に掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の要介護度

３以上の利用者全員（排せつ支援加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）を算定する者を除く。）に対し

て算定できるものであること。 

③ 本加算は、全ての利用者について、必要に応じ適切な介護が提供されていることを前

提としつつ、さらに特別な支援を行うことにより、利用開始時と比較して排せつの状態

が改善することを評価したものである。したがって、例えば、利用開始時において、利

用者が尿意・便意を職員へ訴えることができるにもかかわらず、職員が適時に排せつを

介助できるとは限らないことを主たる理由としておむつへの排せつとしていた場合、支

援を行って排せつの状態を改善させたとしても加算の対象とはならない。 

④ 大臣基準第７１号の３イ（１）の評価は、別紙様式６を用いて、以下の（ア）から（エ）

について実施する。 

（ア） 排尿の状態 

（イ） 排便の状態 
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（ウ） おむつの使用 

（エ） 尿道カテーテルの留置 

⑤ 大臣基準第７１号の３イ（１）の利用開始時の評価は、大臣基準第７１号の３イ（１）

から（３）までの要件に適合しているものとして市町村長に届け出た日の属する月及び

当該月以降の新規利用者については、当該者の利用開始時に評価を行うこととし、届出

の日の属する月の前月以前から既に利用している者（以下「既利用者」という。）につ

いては、介護記録等に基づき、利用開始時における評価を行うこと。 

⑥ ④又は⑤の評価を医師と連携した看護師が行った場合は、その内容を支援の開始前に

医師へ報告することとする。また、医師と連携した看護師が④の評価を行う際、利用者

の背景疾患の状況を勘案する必要がある場合等は、医師へ相談することとする。 

⑦ 大臣基準第７１号の３イ（１）の評価結果等の情報の提出については、ＬＩＦＥを用

いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、提出頻度等については、「科学的介護情

報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例

の提示について」を参照されたい。 

提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

⑧ 大臣基準第７１号の３イ（２）の「排せつに介護を要する利用者」とは、④の（ア）

若しくは（イ）が「一部介助」若しくは「全介助」と評価される者又は（ウ）若しくは

（エ）が「あり」の者をいう。 

⑨ 大臣基準第７１号の３イ（２）の「適切な対応を行うことにより、要介護状態の軽減

が見込まれる」とは、特別な支援を行わなかった場合には、④の（ア）から（エ）の評

価が不変又は低下となることが見込まれるものの、適切な対応を行った場合には、④の

（ア）から（エ）の評価が改善することが見込まれることをいう。 

⑩ 支援に先立って、失禁に対する各種ガイドラインを参考にしながら、対象者が排せつ

に介護を要する要因を多職種が共同して分析し、それに基づいて、別紙様式６の様式を

用いて支援計画を作成する。要因分析及び支援計画の作成に関わる職種は、④の評価を

行った医師又は看護師、介護支援専門員、及び支援対象の利用者の特性を把握している

介護職員を含むものとし、その他、疾患、使用している薬剤、食生活、生活機能の状態

等に応じ薬剤師、管理栄養士、理学療法士、作業療法士等を適宜加える。なお、支援計

画に相当する内容を居宅サービス計画の中に記載する場合は、その記載をもって支援計

画の作成に代えることができるものとするが、下線又は枠で囲う等により、他の記載と

区別できるようにすること。 

⑪ 支援計画の作成にあたっては、要因分析の結果と整合性が取れた計画を、個々の利用

者の特性に配慮しながら個別に作成することとし、画一的な支援計画とならないよう留

意する。また、支援において利用者の尊厳が十分保持されるよう留意する。 

⑫ 当該支援計画の実施にあたっては、計画の作成に関与した者が、利用者及びその家族

に対し、排せつの状態及び今後の見込み、支援の必要性、要因分析並びに支援計画の内

容、当該支援は利用者及びその家族がこれらの説明を理解した上で支援の実施を希望す

る場合に行うものであること、及び支援開始後であってもいつでも利用者及びその家族

の希望に応じて支援計画を中断又は中止できることを説明し、利用者及びその家族の理

解と希望を確認した上で行うこと。 

⑬ 大臣基準第７１号の３イ（３）における支援計画の見直しは、支援計画に実施上の問
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題（排せつ支援計画の変更の必要性、関連職種が共同して取り組むべき事項の見直しの

必要性等）があれば直ちに実施すること。 

その際、ＰＤＣＡの推進及び排せつ支援の質の向上を図る観点から、ＬＩＦＥへの提

出情報及びフィードバック情報を活用すること。 

⑭ 排せつ支援加算（Ⅱ）は、排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす事業所において、

施設入所時と比較して、④に掲げる（ア）若しくは（イ）の評価の少なくとも一方が改

善し、かつ、いずれにも悪化がない場合又は（ウ）若しくは（エ）の評価が改善した場

合に、算定できることとする。 

⑮ 排せつ支援加算（Ⅲ）は、排せつ支援加算（Ⅰ）の算定要件を満たす施設において、

施設入所時と比較して、④に掲げる（ア）又は （イ）の評価の少なくとも一方が改善

し、いずれにも悪化がなく、かつ、（ウ）が改善した場合に、算定できることとする。 

⑯ 他の事業所が提供する排せつ支援に係るリハビリテーションを併用している利用者に

対して、指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が当該他の事業所と連携して排せつ支

援を行っていない場合は、当該利用者を排せつ支援加算（Ⅱ）又は（Ⅲ）の対象に含め

ることはできないこと。 

 

●科学的介護推進体制加算 

ラ 科学的介護推進体制加算 

注 イについて、次に掲げるいずれの基準にも適合しているものとして市町村長に届け出

た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用者に対し指定看護小規模多機能型居

宅介護を行った場合は、１月につき４０単位を所定単位数に加算する。 

（１） 利用者ごとのＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況その他の利用者の

心身の状況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出していること。 

（２） 必要に応じて看護小規模多機能居宅介護計画（指定地域密着型サービス基準第

１７９条第１項に規定する看護小規模多機能居宅介護計画をいう。）を見直すな

ど、指定看護小規模多機能型居宅介護の提供に当たって、（１）に規定する情報

その他指定看護小規模多機能型居宅介護を適切かつ有効に提供するために必要

な情報を活用していること。 

 

◇科学的介護推進体制加算について 

① 科学的介護推進体制加算は、原則として利用者全員を対象として、利用者ごとに注に

掲げる要件を満たした場合に、当該事業所の利用者全員に対して算定できるものである

こと。 

② 情報の提出については、ＬＩＦＥを用いて行うこととする。ＬＩＦＥへの提出情報、

提出頻度等については、「科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）関連加算に関する基本

的考え方並びに事務処理手順及び様式例の提示について」を参照されたい。 

③ 事業所は、利用者に提供するサービスの質を常に向上させていくため、計画（Plan）、

実行（Do）、評価（Check）、改善（Action）のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、

質の高いサービスを実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努めることが

重要であり、具体的には、次のような一連の取組が求められる。したがって、情報を厚

生労働省に提出するだけでは、本加算の算定対象とはならない。 

イ 利用者の心身の状況等に係る基本的な情報に基づき、適切なサービスを提供するた
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めのサービス計画を作成する（Plan）。 

ロ サービスの提供に当たっては、サービス計画に基づいて、利用者の自立支援や重度

化防止に資する介護を実施する（Do）。 

ハ ＬＩＦＥへの提出情報及びフィードバック情報等も活用し、多職種が共同して、事

業所の特性やサービス提供の在り方について検証を行う（Check）。 

ニ 検証結果に基づき、利用者のサービス計画を適切に見直し、事業所全体として、サ

ービスの質の更なる向上に努める（Action）。 

④ 提出された情報については、国民の健康の保持増進及びその有する能力の維持向上に

資するため、適宜活用されるものである。 

 

●生産性向上推進体制加算 

ム 生産性向上推進体制加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所において、利用者に対して指定看護小規模多機能型

居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、１月につき次に掲げる所定単

位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加算を算定している場合においては、

次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）生産性向上推進体制加算（Ⅰ） １００単位 

（２）生産性向上推進体制加算（Ⅱ）  １０単位 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第７９号の２ 準用第３７号の３） 

イ 生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び職員の負担軽減に資する

方策を検討するための委員会において、次に掲げる事項について必要な検討を行い、

及び当該事項の実施を定期的に確認していること。 

（一） 介護機器を活用する場合における利用者の安全及びケアの質の確保 

（二） 職員の負担の軽減及び勤務状況への配慮 

（三） 介護機器の定期的な点検 

（四） 業務の効率化及び質の向上並びに職員の負担軽減を図るための職員

研修 

（２） （１）の取組及び介護機器の活用による業務の効率化及びケアの質の確保

並びに職員の負担軽減に関する実績があること。 

（３） 介護機器を複数種類活用していること。 

（４） （１）の委員会において、職員の業務分担の明確化等による業務の効率化

及びケアの質の確保並びに負担軽減について必要な検討を行い、当該検討を

踏まえ、必要な取組を実施し、及び当該取組の実施を定期的に確認すること。 

（５） 事業年度ごとに（１）、（３）及び（４）の取組に関する実績を厚生労働省

に報告すること。 

ロ 生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） イ（１）に適合していること。 
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（２） 介護機器を活用していること。 

（３） 事業年度ごとに（２）及びイ（１）の取組に関する実績を厚生労働省に報

告すること。 
 

 

◇生産性向上推進体制加算について 

生産性向上推進体制加算の内容については、別途通知（「生産性向上推進体制加算に関

する基本的考え方並びに事務処理手順及び様式例等の提示について」）を参照すること。 

 

●サービス提供体制強化加算 

ウ サービス提供体制強化加算 

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして市町村長に届け出た指定

看護小規模多機能型居宅介護事業所が、登録者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介

護を行った場合は、当該基準に掲げる区分に従い、イについては１月につき、ロについ

ては１日につき、次に掲げる所定単位数を加算する。ただし、次に掲げるいずれかの加

算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 

（１）イを算定している場合  

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ） ７５０単位 

   （二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ） ６４０単位 

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ） ３５０単位 

（２）ロを算定している場合 

（一）サービス提供体制強化加算（Ⅰ）  ２５単位 

   （二）サービス提供体制強化加算（Ⅱ）  ２１単位 

（三）サービス提供体制強化加算（Ⅲ）   １２単位 

※区分支給限度基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示８０号） 

イ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の全ての看護小規模多機能型居宅

介護従業者（指定地域密着型サービス基準第１７１条第１項に規定する看護

小規模多機能型居宅介護従業者をいう。以下同じ。）に対し、看護小規模多機

能型居宅介護従業者ごとに研修計画を作成し、研修（外部における研修を含

む。）を実施又は実施を予定していること。 

（２） 利用者に関する情報や留意事項の伝達又は看護小規模多機能型居宅介護従

業者の技術指導を目的とした会議を定期的に開催していること。 

（３） 次のいずれかに適合すること。 

（一） 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居

宅介護従業者（保健師、看護師又は准看護師を除く。）の総数のうち、介

護福祉士の占める割合が１００分の７０以上であること。 

（二） 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居

宅介護従業者（保健師、看護師又は准看護師を除く。）の総数のうち、勤

続年数１０年以上の介護福祉士の占める割合が１００分の２５以上であ
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ること。 

（４） 定員超過利用・人員基準欠如に該当していないこと。 

 

ロ サービス提供体制強化加算（Ⅱ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１）  当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居宅介

護従業者（保健師、看護師又は准看護師を除く。）の総数のうち、介護福祉士

の占める割合が１００分の５０以上であること。 

（２） イ（１）、（２）及び（４）に該当すること。 

 

ハ サービス提供体制強化加算（Ⅲ） 

次のいずれにも適合すること。 

（１） 次のいずれかに適合すること。 

（一） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居宅介

護従業者（保健師、看護師又は准看護師を除く。）の総数のうち、介護福

祉士の占める割合が１００分の４０以上であること。 

（二） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居宅介

護従業者の総数のうち、常勤職員の占める割合が１００分の６０以上で

あること。 

（三） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所の看護小規模多機能型居宅介

護従業者の総数のうち、勤続年数７年以上の者の占める割合が１００分

の３０以上であること。 

（２）  イ（１）、（２）及び（４）に該当すること。 
 

 

◇サービス提供体制強化加算について 

① 研修について 

看護小規模多機能型居宅介護従業者ごとの研修計画については、当該事業所における

サービス従事者の資質向上のための研修内容と当該研修実施のための勤務体制の確保

を定めるとともに、看護小規模多機能型居宅介護従業者について個別具体的な研修の目

標、内容、研修期間、実施時期等を定めた計画を策定しなければならない。 

② 会議の開催について 

「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項の伝達又は看護

小規模多機能型居宅介護従業者の技術指導を目的とした会議」とは、当該事業所の看護

小規模多機能型居宅介護従業者の全てが参加するものでなければならない。なお、実施

に当たっては、全員が一堂に会して開催する必要はなく、いくつかのグループ別に分か

れて開催することができる。また、会議の開催状況については、その概要を記録しなけ

ればならない。なお、「定期的」とは、おおむね１月に１回以上開催されている必要が

ある。 

また、会議は、テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。この際、

個人情報保護委員会・厚生労働省「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取

扱いのためのガイダンス」、厚生労働省「医療情報システムの安全管理に関するガイド

ライン」等を遵守すること。 
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「利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意事項」とは、少なくと

も、次に掲げる事項について、その変化の動向を含め、記載しなければならない。 

・利用者のＡＤＬや意欲 

・利用者の主な訴えやサービス提供時の特段の要望 

・家庭環境 

・前回のサービス提供時の状況 

・その他サービス提供に当たって必要な事項 

③ 職員の割合の算出に当たっては、常勤換算方法により算出した前年度（３月を除く。）

の平均を用いることとする。ただし、前年度の実績が６月に満たない事業所（新たに事

業を開始し、又は再開した事業所を含む。）については、届出日の属する月の前３月に

ついて、常勤換算方法により算出した平均を用いることとする。したがって、新たに事

業を開始し、又は再開した事業者については、４月目以降届出が可能となるものである

こと。 

  なお、この場合の看護小規模多機能型居宅介護従業者に係る常勤換算にあっては、利

用者への介護業務（計画作成等介護を行うに当たって必要な業務は含まれるが、請求事

務等介護に関わらない業務を除く。）に従事している時間を用いても差し支えない。 

また、介護福祉士については、各月の前月の末日時点で資格を取得している者とする

こと。 

④ 前号ただし書の場合にあっては、届出を行った月以降においても、直近３月間の職員

の割合につき、毎月継続的に所定の割合を維持しなければならない。なお、その割合に

ついては、毎月記録するものとし、所定の割合を下回った場合については、直ちに第１

の５の届出を提出しなければならない。 

※第１の５の届出：加算等が算定されなくなる場合の届出の取扱い 

事業所の体制について加算等が算定されなくなる状況が生じた場合又は加算等が算定

されなくなることが明らかな場合は、速やかにその旨を届出させることとする。なお、

この場合は、加算等が算定されなくなった事実が発生した日から加算等の算定を行わな

いものとする。また、この場合において、届出を行わず、当該算定について請求を行っ

た場合は、不正請求となり、支払われた介護給付費は不当利得となるので返還措置を講

ずることになることは当然であるが、悪質な場合には指定の取消しをもって対処するこ

と。 

⑤ 勤続年数とは、各月の前月の末日時点における勤続年数をいうものとする。 

⑥ 勤続年数の算定に当たっては、当該事業所における勤務年数に加え、同一法人等の経

営する他の介護サービス事業所、病院、社会福祉施設等においてサービスを利用者に直

接提供する職員として勤務した年数を含めることができるものとする。 

 

●介護職員等処遇改善加算 

ヰ 介護職員等処遇改善加算 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する介護職員等の賃金の改善等を実施して

いるものとして市町村長に届け出た指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が、利用

者に対し、指定看護小規模多機能型居宅介護を行った場合は、当該基準に掲げる区分

に従い、次に掲げる単位数を所定単位数に加算する。ただし、次に掲げるいずれかの

加算を算定している場合においては、次に掲げるその他の加算は算定しない。 
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（１）介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

イからウまでにより算定した単位数の１０００分の１４９に相当する単位数 

（２）介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 

イからウまでにより算定した単位数の１０００分の１４６に相当する単位数 

（３）介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 

イからウまでにより算定した単位数の１０００分の１３４に相当する単位数 

（４）介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

イからウまでにより算定した単位数の１０００分の１０６に相当する単位数 

※区分支給限基準額の算定対象外 

 

【厚生労働大臣が定める基準】（９５号告示第８１号 準用第４８号） 

イ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（１） 介護職員その他の職員の賃金改善について、次に掲げる基準のいずれにも適

合し、かつ、賃金改善に要する費用の見込額が介護職員等処遇改善加算の算定

見込額以上となる賃金改善に関する計画を策定し、当該計画に基づき適切な措

置を講じていること。 

（一） 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所が仮に介護職員等処遇改

善加算(Ⅳ)を算定した場合に算定することが見込まれる額の２分の１以

上を基本給又は決まって毎月支払われる手当に充てるものであること。 

（二） 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、経験・技能の

ある介護職員のうち一人は、賃金改善後の賃金の見込額が年額４４０万

円以上であること。ただし、介護職員等処遇改善加算の算定見込額が少

額であることその他の理由により、当該賃金改善が困難である場合はこ

の限りでないこと。 

（２） 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、（１）の賃金改善に

関する計画、当該計画に係る実施期間及び実施方法その他の当該事業所の職員

の処遇改善の計画等を記載した介護職員等処遇改善計画書を作成し、全ての職

員に周知し、市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)に届け出ていること。 

（３） 介護職員等処遇改善加算の算定額に相当する賃金改善を実施すること。ただ

し、経営の悪化等により事業の継続が困難な場合、当該事業の継続を図るため

に当該事業所の職員の賃金水準（本加算による賃金改善分を除く。）を見直す

ことはやむを得ないが、その内容について市長村長に届け出ること。 

（４） 指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、事業年度ごとに当該事業

所の職員の処遇改善に関する実績を市町村長に報告すること。 

（５） 算定日が属する月の前１２月間において、労働基準法、労働者災害補償保険

法、最低賃金法、労働安全衛生法、雇用保険法その他の労働に関する法令に違

反し、罰金以上の刑に処せられていないこと。 

（６） 当該指定看護小規模多機能型居宅介護事業所において、労働保険料の納付が

適正に行われていること。 

（７） 次に掲げる基準のいずれにも適合すること。 

（一） 介護職員の任用の際における職責又は職務内容等の要件(介護職員の賃
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金に関するものを含む。)を定めていること。 

（二） （一）の要件について書面をもって作成し、全ての介護職員に周知して

いること。 

（三） 介護職員の資質の向上の支援に関する計画を策定し、当該計画に係る研

修の実施又は研修の機会を確保していること。 

（四） （三）について、全ての介護職員に周知していること。 

（五） 介護職員の経験若しくは資格等に応じて昇給する仕組み又は一定の基準

に基づき定期に昇給を判定する仕組みを設けていること。 

（六） （五）についても書面をもって作成し、全ての介護職員に周知している

こと。 

（８） （２）の届出に係る計画の期間中に実施する職員の処遇改善の内容(賃金改

善に関するものを除く。)及び当該職員の処遇改善に要する費用の見込額を全

ての職員に周知していること。 

（９） （８）の処遇改善の内容等について、インターネットの利用その他の適切な

方法により公表していること。 

（１０） 看護小規模多機能型居宅介護費におけるサービス提供体制強化加算(Ⅰ)

又は(Ⅱ)のいずれかを届け出ていること。 

ロ 介護職員等処遇改善加算（Ⅱ） 

イ（１）から（９）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ハ 介護職員等処遇改善加算（Ⅲ） 

イ（１）（一）及び（２）から（８）までに掲げる基準のいずれにも適合すること。 

ニ 介護職員等処遇改善加算（Ⅳ） 

イ（１）（一）、（２）から（６）まで、（７）（一）から（四）まで及び（８）に掲

げる基準のいずれにも適合すること。 
 

 

◇介護職員等処遇改善加算について 

介護職員等処遇改善加算については、久留米市 HP に基本的な考え方、事務処理手順、

様式例についての説明資料を掲示している。説明資料の掲載場所は以下のとおり。 

 

久留米市 HP トップ画面（https://www.city.kurume.fukuoka.jp/index.html）  

 →健康・医療・福祉  

  →高齢者支援・介護保険  

   →介護事業者に関する各種届出等  

    →介護給付費算定に関する各種届出  

     →介護職員等処遇改善加算に関する届出 
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別紙様式５ 

褥瘡対策に関するスクリーニング・ケア計画書 
（※）：任意項目 

                           記入者名                

【利用者情報】 

氏名  

生年月日       年   月   日 保険者番号  

性別 □男     □女 被保険者番号  

 

【基本情報】 

要介護度 □要支援１ □要支援２ □要介護１ □要介護２ □要介護３ □要介護４ □要介護５ 

障害高齢者の日常生活自立度 □自立 □J1 □J2 □A1 □A2 □B1 □B2 □C1 □C2 

認知症高齢者の日常生活自立度 □自立 □Ⅰ □Ⅱa □Ⅱb □Ⅲa □Ⅲb □Ⅳ □Ｍ 

評価日    年   月   日 

評価時点 □サービス利用開始時 □サービス利用中 □サービス利用終了時 

 

【褥瘡の有無】 

□なし □あり 

褥瘡発生日：  年  月  日  □仙骨部 □坐骨部 □尾骨部 □腸骨部 □大転子部 □踵部 □その他（   ） 

 

【危険因子の評価】 

ADL  自立    一部介助    全介助 

食事 □10      □５      □０ 

入浴  □５      □０      □０ 

更衣  □10      □５      □０ 

基本動作 寝返り    □自立 □見守り □一部介助  □全介助 

座位の保持 □自立  □見守り □一部介助  □全介助 

立ち上がり □自立  □見守り □一部介助  □全介助 

立位の保持  □自立  □見守り □一部介助  □全介助 

浮腫 □なし □あり 低栄養状態のリスクレベル（※） □低 □中 □高 

排せつの状況 おむつ □なし □夜間のみあり □日中のみあり □終日あり 

ポータブルトイレ □なし □夜間のみあり □日中のみあり □終日あり 

尿道カテーテル □なし □あり 

上記の評価の結果、褥瘡ありの場合又は褥瘡発生のリスクが高い場合には褥瘡ケア計画を立案し実施する。 

 

【褥瘡の状態の評価（褥瘡がある場合のみ評価）】  

※褥瘡の状態の評価については「DESIGN-R○R 2020 褥瘡経過評価用」（一般社団法人 日本褥瘡学会）を参照 

深さ 

□d 0： 皮膚損傷・発赤なし  
□d 1： 持続する発赤  
□d 2： 真皮までの損傷 

□D 3 ： 皮下組織までの損傷 
□D 4 ： 皮下組織を越える損傷  
□D 5 ： 関節腔、体腔に至る損傷  
□DDTI：深部損傷褥瘡（DTI）疑い 
□D U ： 壊死組織で覆われ深さの判定が不能 

滲出液 
□e 0： なし  
□e 1： 少量:毎日のドレッシング交換を要しない  
□e 3： 中等量:1 日 1 回のドレッシング交換を要する   

□E 6： 多量:1 日 2 回以上のドレッシング交換を要する   

大きさ 

□s 0： 皮膚損傷なし  
□s 3： 4 未満  
□s 6： 4 以上 16 未満  
□s 8： 16 以上 36 未満  
□s 9： 36 以上 64 未満  
□s 12： 64 以上 100 未満 

□S 15： 100 以上    

炎症/感染 

□i 0： 局所の炎症徴候なし  
□i 1： 局所の炎症徴候あり(創周囲の発赤・腫脹・熱感・疼痛) 

□I3c：臨界的定着疑い（創面にぬめりがあり、浸出液が多い。 
肉芽があれば、浮腫性で脆弱など） 

□I 3： 局所の明らかな感染徴候あり(炎症徴候、膿、悪臭など)  
□I 9： 全身的影響あり(発熱など) 

肉芽組織 

□g 0： 創が治癒した場合、創の浅い場合、深部損傷褥瘡（DTI） 
疑いの場合  

□g 1： 良性肉芽が創面の 90%以上を占める  
□g 3： 良性肉芽が創面の 50%以上 90%未満を占める 

□G 4： 良性肉芽が、創面の 10%以上 50%未満を占める  
□G 5： 良性肉芽が、創面の 10%未満を占める  
□G 6： 良性肉芽が全く形成されていない 

壊死組織 
□n 0： 壊死組織なし □N 3： 柔らかい壊死組織あり  

□N 6： 硬く厚い密着した壊死組織あり 

ポケット 

□p 0： ポケットなし □P 6 ： 4 未満  
□P 9 ： 4 以上 16 未満  
□P 12： 16 以上 36 未満  
□P 24： 36 以上 
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【褥瘡ケア計画】 

計画作成日    年   月   日 

留意する項目 計画の内容 

体位変換の頻度 （     ）時間ごと 

関連職種が共同して取り組むべき事項（※）  

 

 

評価を行う間隔（※）  

 

圧迫、ズレ力の排除（※） 

（体位変換、体圧分散寝具、 

頭部挙上方法、車椅子姿勢保持等） 

ベッド上  

 

イス上  

 

スキンケア（※）  

 

 

栄養状態改善（※）  

 

 

リハビリテーション（※）  

 

 

その他（※）  

 

 

上記の内容及びケア計画について説明を受け、理解した上で、ケア計画の実施を希望します。 

 年 月 日 

氏名 
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別紙様式６ 

排せつの状態に関するスクリーニング・支援計画書 
（※）：任意項目 

記入者名：          医師名：          看護師名：           

【利用者情報】 

氏名  

生年月日       年   月   日 保険者番号  

性別 □男     □女 被保険者番号  

 

【基本情報】 

要介護度 □要支援１ □要支援２ □要介護１ □要介護２ □要介護３ □要介護４ □要介護５ 

障害高齢者の日常生活自立度 □自立 □J1 □J2 □A1 □A2 □B1 □B2 □C1 □C2 

認知症高齢者の日常生活自立度 □自立 □Ⅰ □Ⅱa □Ⅱb □Ⅲa □Ⅲb □Ⅳ □Ｍ 

評価日    年   月   日 

評価時点 □サービス利用開始時 □サービス利用中 □サービス利用終了時 

 

【排せつの状態】 

ADL 

                    自立       一部介助        全介助 

・トイレ動作               □10        □５           □０  

・排便コントロール           □10        □５           □０ 

・排尿コントロール           □10        □５           □０ 

（上記のいずれかで一部介助の場合）見守りや声かけ等のみで「排便・排尿」が可能 □はい  □いいえ 

 

【排せつ支援に係る取組】 

おむつ □なし □夜間のみあり □日中のみあり □終日あり 

ポータブルトイレ □なし □夜間のみあり □日中のみあり □終日あり 

尿道カテーテル □なし □あり 

人工肛門 □なし □あり 

トイレへの誘導・促し □なし □あり 

 

【排せつに関する支援の必要性】 

排せつの状態に関する支援の必要性 □なし □あり 

 

支援の必要性をありとした場合、以下を記載。                                 

 

排せつに介護を要する要因（※） 

 

 

 

計画作成日      年   月   日 

支援計画（※） 

 

 

 

 

上記の内容、及び支援開始後であってもいつでも希望に応じて支援計画を中断又は中止できることについて説明を受け、理解した

上で、支援計画にある支援の実施を希望します。 

   年   月   日 

氏名 
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加算の概要

1 15 ％ ・訪問入浴介護
・訪問看護
・福祉用具貸与
・訪問リハビリテーション
・居宅療養管理指導

・居宅介護支援
・訪問介護

2 10 ％

3 5 ％ ・訪問入浴介護
・訪問看護
・訪問リハビリテーション
・通所リハビリテーション
・福祉用具貸与
・居宅療養管理指導

・居宅介護支援
・訪問介護
・通所介護

※1「２の中山間地域等」と「３の中山間地域等」の地域は、異なります。

※2 総合事業における当該加算については、各自治体に確認すること。

① 届出先 届出期限…算定開始月の前月15日まで

(1) 事業所の所在地が、北九州市、福岡市、久留米市の場合……事業所所在地の市

(2) 居宅介護支援、定期巡回・随時対応型訪問介護看護……事業所所在地の保険者

② 小規模事業所の定義（「介護給付」と「介護予防給付」は、別々に小規模事業所の該当・非該当を判定）
　〇　前年度の４～２月（１１か月）の実績で、次の基準により、小規模事業所の該当の有無を判定します。

（前年度の実績が６か月に満たない場合は、直近の３か月の実績）
・訪問介護 …延訪問回数が概ね２００回以下／月（※） ・訪問看護 …延訪問回数が１００回以下／月
・訪問入浴介護 …延訪問回数が２０回以下／月 ・介護予防訪問看護 …延訪問回数が５回以下／月
・介護予防訪問入浴介護 …延訪問回数が５回以下／月 ・福祉用具貸与 …実利用者が１５人以下／月
・居宅療養管理指導 …延訪問回数が５０回／月 ・介護予防福祉用具貸与 …実利用者が５人以下／月　　
・介護予防居宅療養管理指導 …延訪問回数が５回／月 ・訪問リハビリテーション …延訪問回数５０回／月
・居宅介護支援 …実利用者が２０人以下／月 ・介護予防訪問リハビリテーション …延訪問回数が１０回以下／月

・定期巡回・随時対応型訪問介護看護 …実利用者が５人以下／月

（※）「概ね200回」は400回程度を想定しており、例えば、前年度の平均延べ訪問回数600回以下の事業所等も対象となりうる。

B町（２　中山間地域等）

①
②
③
④
⑤
⑥

※　Ｂ町の地域区分は、「その他」

矢印の元が事業所、矢印の先が「利用者の居住地」

B町（２　中山間地域等）

①
②
③
④
⑤
⑥

矢印の元が事業所、矢印の先が「利用者の居住地」

利用者の居住地の要件

福岡県保健医療介護部介護保険課

事業所の所
在地の要件

（令和７年4月1日現在）

事業所の規
模の要件

通所介護、通所リハビリテーショ
ン（「介護予防」を含む。）

・定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護

不要

☆福祉用具貸与については、１５％、１０％、５％加算ではなく、開始日の属する月に、交通費に相当する額の100/100、2/3、1/3の加算となる（上限あり）。

無 サービスを行う利用者が、
「通常の事業の実施地域（運営規程）の外」
かつ「中山間地域等」に居住していること

※　利用者が現に「中山間地域等」に居住して
　いることが必要
※　通所系サービスは「中山間地域等」に居住
　している利用者宅への送迎が必要
※　利用者から別途交通費の支払を受けること
　ができない

Ｒ６年度（４～２月の１１か月）の平均で小規模事業所で無くなった場合は、Ｒ７年度（４～３月サービス）の１０％加算を算定することはできません。

○地域区分が「その他（全サービス　１単位＝10円）」でない12市町所在の事業所については、「２の10％加算」の算定はありません。(訪問介護を除く)

「医療みなし及び(2)のサービス」以外…管轄の保健福祉（環境）事務所 社会福祉課
(3) 事業所の所在地が、(1)の３市以外の地域

医療みなし(訪問看護、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導)…福岡県介護保険課 指定係

「通常の事業の
実施地域」を越
えて「中山間地
域等」に居住す
る利用者にサー
ビスを提供した
事業所の加算

「特別地
域」に所在
しているこ
と

同上

無

無

無無

要

加算種別
※１

「特別地域」に
所在する事業所
の加算

県等へ
の事前
届出①

サービス種別　※2加算
割合

(以上「介護予防」を含む。）

・定期巡回・随時対応型
　訪問介護看護

要

「中山間地域
等」に所在する
「小規模事業
所」の加算

D市
（２　中山間地域等）

１０％

１０％

【例１】

A市

小規模事業所以外

５％

D市
（２　中山間地域等）

二重線部分が
「通常の事業の実施地域（運営規程）」

「中山間地
域等」に所
在している
こと

F村（１　特別地域） C村（１　特別地域）

E町 A市

無し
無し
無し
５％

「特別地域」加算及び「中山間地域等」加算について

「小規模事
業所…②」
であること

二重線部分が
「通常の事業の実施地域（運営規程）」

小規模事業所

加算割合

５％

訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具
貸与、居宅療養管理指導、訪問リハ
ビリテーション（以上「介護予防」を含
む。）、居宅介護支援、訪問介護

１０％＋５％

(以上「介護予防」を含む。）

無し
５％
無し

F村（１　特別地域） C村（１　特別地域）

５％

無し
無し

【例２】

E町

無し

加算割合

無し

無し １０％
１０％＋５％

無し

訪問入浴介護、訪問看護、福祉用具貸与、訪問リハビリテーション、通
所リハビリテーション、居宅療養管理指導（以上「介護予防」を含む。）、
居宅介護支援、訪問介護、通所介護

５％

１０％無し

事業所

①
②

④
⑤ ⑥

①

②

③

④

⑤ ⑥

事業所

③
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令和7年4月1日現在

1 北九州市

2 福岡市

4 久留米市

6 飯塚市

7 田川市

8 柳川市

9 八女市

10 筑後市

13 豊前市

16 筑紫野市

19 宗像市

23 うきは市

24 宮若市

25 嘉麻市

26 朝倉市

27 みやま市

28 糸島市

29 那珂川市

31 篠栗町

34 新宮町

37 芦屋町

41 小竹町

42 鞍手町

44 筑前町

45 東峰村

48 広川町

49 香春町

50 添田町

51 糸田町

52 川崎町

53 大任町

54 赤　村

55 福智町

57 みやこ町

59 上毛町

60 築上町

全域

表１　福岡県内の「中山間地域等」加算の該当地域（事業所所在地による区分）

前年度（4月～2月）の実績で、小規模事業所でなくなったときは、中山間地域等に所在する小規模事業所加算（１０％）の算定はできなくなります。

１　「特別地域」に所在する事業所の加算該当地域
（１５％加算）

２　「中山間地域等」に所在する「小規模事業所」の加算該当地域
（１０％加算）

※「１『特別地域』に所在する事業所の加算該当地域」と重複する地域は対象外

馬島、藍島

③ 求菩提、篠瀬、旧合河村（轟含む）

旧上陽町◎（旧横山村☆に限る。）、
旧黒木町◎（旧大淵村☆、旧笠原村☆及び②に限る。）、
旧矢部村◎、
旧星野村◎

玄界島、小呂島、旧脇山村

旧水縄村

①

全域

旧筑穂町、旧頴田町

旧大和町、旧柳川市

全域
（１に該当する地域を除く）

旧羽犬塚町

姫島 白糸、旧福吉村、旧志摩町（姫島を除く）

旧秋月町、旧杷木町、旧朝倉町

平等寺、上西山、本道寺・柚須原・香園

地島、大島

旧姫治村

旧吉川村 旧笠松村

旧浮羽町

④ 全域（１に該当する地域を除く）

旧高木村、旧上秋月村、旧松末村

旧上広川村

全域

全域

旧伊良原村 全域（１に該当する地域を除く）

旧津野村、⑤ 全域（１に該当する地域を除く）

全域

全域

旧上城井村、⑥ 全域（１に該当する地域を除く）

事業所所在地

旧友枝村 全域（１に該当する地域を除く）

全域

全域

全域

相島

全域

旧南畑村

萩尾

三箇山

旧小石原村 全域（１に該当する地域を除く）

全域
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市町村名 地域名

① 飯塚市 内住(字大野、字白坂、字原、字払ノ谷、字十郎、字用意の元、字久保山、字浦ノ
谷、字福ヶ谷、字久保山前、字古屋敷、字兎山、字赤松尾及び字鍛冶木屋の地域に
限る。)、山口(字米の山、字茜屋、字アラ谷、字飯田、字啌ヶ谷、字ヲジト、字河
原、字勘四郎、字コノヲ、字城山、字城ノ山、字新開、字地蔵ヶ原、字下木屋、字
尻ノ谷、字高塚、字竹ノ尾、字堂田、字峠、字松葉、字宮ノ脇、字六反田、字道
官、字梨木原、字墓ノ尾、字橋ヶ下、字平原、字仏田、字堀田及び字前田の地域に
限る。)、弥山(字水上、字坂ノ下、字大山口、字大塚、字大石道、字コボシキ、字
小山口、字鳥越、字七曲、字仁田尾、字萩の迫、字畑川及び字広畑の地域に限
る。)及び桑曲(字前田、字牧ノ内、字ホリ田、字八郎四、字神ノ後、字上ノ浦、字
ヲナシ、字薄ヶ薮及び字上ノ山の地域に限る。)

② 八女市 黒木町田代(字下筒井、字上筒井、字海太郎、字鋤先、字鳥山、字曽底、字捨井
手、字下堂目木、字上堂目木、字柿ノ木迫、字下姥ヶ塚、字北明所、字湯ノ下、字
坂ノ根、字角佛、字小別当、字辻ノ木、字年ノ神、字三反田、字樫ノ実谷、字松
本、字津留、字阿蘇谷、字池ノ谷、字井手ノ本、字岩ノ鼻、字下真梨穂、字新城、
字尾草、字下尾道、字南真門、字堂ノ迫、字杉山、字田ノ原、字大坪、字鶴牧、字
高柿、字森ノ下、字鳥越、字菅之谷、字谷山口、字願正、字山口、字勿躰、字睦
園、字堂目木及び字陣床の地域に限る。)、黒木町鹿子生(字作り道、字窪、字〔お
う〕ノ谷、字仲田、字細工谷、字長畑、字村下、字屋敷、字南前田、字鬼突、字大
股及び字糯田の地域に限る。)、黒木町土窪(字一ノ渡瀬、字柳ノ原、字梅ヶ谷、字
辻、字段、字上川原、字迫田、字平瀬、字福寿庵、字井手、字長老岩、字文田、字
細工谷、字中通、字西方、字辻山、字池ノ上、字原畑、字石原、字溝添、字僧見、
字不動前、字不動山、字込野、字毛條野及び字柿ノ木迫の地域に限る。)、黒木町
木屋(字森、字本村、字釘ノ鼻、字本坪、字山桃塚、字屋舗ノ下、字平平、字苧扱
場、字松出、字京ノ松、字前田、字大窪、字中村、字建石、字佛岩、字堂ノ先、字
差原、字垣添、字葛原、字鹿ノ子谷、字洲頭、字小川原、字井川元、字塚原、字小
平、字大迫、字楮四郎、字長田、字長田下、字大下、字村下、字野ノ中、字餅田、
字薬師ノ元、字辻、字山ノ神、字小西ノ上、字弓掛塔、字橋本、字高平、字辻ノ
上、字木山、字家鋪、字小谷ノ迫、字浦小路、字二本木、字浦ノ上、字一ノ坂、字
辨財天、字茅切場、字木山向、字後ヶ迫、字境ノ谷(八千七百九十八番地の一から
八千八百三十六番地まで及び一万九百九十番地の二から一万千百二十四番地までの
地域に限る。)、字美野尾(五千九百七番地から五千九百五十二番地まで及び七千二
百二番地の一から七千三百二十四番地までの地域に限る。)、字竹ノ迫、字〔お〕
扱谷及び字楮原の地域に限る。)及び黒木町北木屋(字前田、字御明園、字椛谷、字
下荒谷、字白金、字久保、字外園、字水口、字滝ノ上、字滝ノ下、字山ノ原及び字
漆原の地域に限る。)

③ 豊前市 大字中川底(八百三十四番地の一から千八百五十一番地までの地域に限る。)

④ 嘉麻市 千手(字ナカノの地域に限る。)、泉河内(字ヲムカイ、字ウト、字山ノ下及び字高
畑の地域に限る。)、嘉穂才田(字川渕、字ムカエハル及び字上ノ原の地域に限
る。)及び桑野(字倉谷、字イチノ及び字山セ川の地域に限る。)

⑤ 添田町 大字桝田(字糀ノ宮、字中ノ原、字仙道及び字広瀬の地域に限る。)、大字落合(字
別所河内、字鍛冶屋、字長谷、字緑川、字深倉、字中河原、字駒鳴及び字芝峠の地
域に限る。)、大字英彦山(字町、字北坂本及び字唐ヶ谷の地域に限る。)及び大字
中元寺(字木浦、字大藪及び字戸谷の地域に限る。)

⑥ 築上町 大字小山田(字小川谷及び字永尾の地域に限る。)
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令和7年4月1日現在

1 北九州市

2 福岡市

4 久留米市

6 飯塚市

7 田川市

8 柳川市

9 八女市

10 筑後市

13 豊前市

16 筑紫野市

19 宗像市

23 うきは市

24 宮若市

25 嘉麻市

26 朝倉市

27 みやま市

28 糸島市

29 那珂川市

31 篠栗町

34 新宮町

37 芦屋町

41 小竹町

42 鞍手町

44 筑前町

45 東峰村

48 広川町

49 香春町

50 添田町

51 糸田町 全域

52 川崎町

53 大任町

54 赤　村

55 福智町

57 みやこ町

59 上毛町

60 築上町

利用者居住地

旧筑穂町、旧頴田町

旧岩屋村

旧浮羽町

旧吉川村、旧笠松村

旧高木村、旧上秋月村、旧秋月町、旧杷木町、旧朝倉町

白糸、旧福吉村、旧志摩町

旧上広川村

全域

全域

全域

全域

全域

全域

全域

三箇山

全域

全域

全域

全域

全域

旧大和町

全域

旧羽犬塚町

平等寺、上西山、本道寺・柚須原・香園

地島、大島

全域

全域

旧南畑村

萩尾

相島

全域

中山間地域等加算（５％）を算定する場合には、利用者から別途交通費を受領できません。
下記地域に居住する利用者にサービスを提供しても、事業所の「通常の事業の実施地域」内であれば、加算を算定できません。

表２　福岡県内の「中山間地域等」加算の該当地域（利用者の居住地による区分）

全域

３　「通常の事業の実施地域」を越えて「中山間地域等」に居住する者へのサービス提供を行った場合の加算該当地域（５％加算）

馬島、藍島

玄界島、小呂島、旧脇山村

旧水縄村
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久留米市健康福祉部介護保険課 

育成・支援チーム  

〒830-8520福岡県久留米市城南町１５番地３ 

ＴＥＬ：０９４２－３０－９２４７ 

ＦＡＸ：０９４２－３６－６８４５ 

メール：kaigo@city.kurume.lg.jp 
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